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NPO方式の導入による
公私協力方式 ･事業連携方式の新たな潮流
出 井 信 夫
NPO(NonPo丘tOrganization)については､近年種々の観点より議論されてきたが､周知のと
おり､｢特定非営利活動促進法｣､通称 NPO法と呼ばれる法律が平成 10年の第142国会で可決成立
し､同年 12月1日に施行された｡NPO法については､法案の提出から成立､施行まで足掛け3年
の長き歳月が費やされたが､NPOの活動は近年次第に社会に定着する傾向が芽生え､法人数は現在
約3,500に達するといわれる｡しかしながら､NPO法人の公益活動や収益活動等の事業活動に対し
ては､現状ではNPOの関係者や当事者等が考えているようには､一般市民側における理解や協力等
は必ずしも十分とはいえない面も多々見受けられる｡
一方､NPO法人側では法人活動や事業展開における具体的な事業イメージの不透明さ､事業展開
とそれに基づ く事業収入の不安定さ､活動に対する補唄 ･支援のための法人や個人からの寄付金等
の資金援助等の不確定さ､また自治体等の行政からの支援や便宜供与等に対して過度な期待や要請
等を強く志向しているなど､NPO法人側における自律性や独立性の観点より多々問題も見受けら
れることも否めない｡ ∫
他方､NPO法の付則には､施行後3年以内の見直しの規定がある｡東京都など各都道府県におい
ては､NPO法人の申請状況の調査､またNPO法人の資格取得団体に対して各種の意向調査･失態
調査などが行われるなど､現在同法の見直し気運が高まっている｡
このような情況を踏まえ､本稿では､財 ･サービスの提供における公共セクター､民間セクター
の役割とその限界を明らかにする一方､非営利セクターの台頭とその役割や機能など民間非営利組
織･団体であるNPO法人の社会経済的な位置づけやその成り立ち､経過､あるいは現状の問題点･
課題を整理するとともに､NPO法人と行政､NPO法人と企業との関わりの観点より､今後のNPO
活動に対する支援策の在り方､今後の方向性について論述したものである｡
本稿では､とりわけ､次のような内容に焦点を充てて執筆している0
1 新たな財 ･サービスの提供主体の台頭
1 財 ･サービスの提供主体
2 わが国の第3セクターと欧米諸国の節3セクター
2 ｢第3セクター｣方式から市民参加型 ｢ジョイントセクター｣方式への新たな潮流
1 各セクターの概念と各セクターの構成
2 第3セクターの概念
3 第4セクターの概念
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4 第5セクターの概念
5 ジョイントセクターの概念
6 ｢第3セクター｣方式から ｢ジョイントセクター｣方式-の新たな潮流
7 NPO法人 (民間非営利団体)の育成 ･支援
3 新しい財 ･サービスの提供主体に対する期待
1 公共セクター ･民間セクターの限界と非営利セクターに対する期待
2 NPO (民間非営利団体)の活動特性
3 非営利セクターの位置づけと経済学的な意義
4 アメリカにおいて非営利セクターが台頭してきた社会経済的背景
1 歴史的背景
2 市場の失敗
3 政府の失敗
4 多元的な価値観 ･自由
5 連帯
5 NPOに関する経済学的分析
1 政府の失敗とNPO
2 市場の失敗とNPO
6 新しいサービスの提供主体としてのNPO (民間非営利団体)
1 NPOの定義と特徴
2 特定非営利活動法人
3 NPO (非営セクター)とフィランソロピーの相違
4 NPOとボランティア団体の相違
5 NPOとNGOの相違
6 わが国の法人制度の概要と法人 ･市民団体の位置づけ
7 非営利セクターの国際比較
1 アメリカにおける非営利セクター
2 非営利セクターの国際比較の困難性
3 非営利セクターの国際比較における定義
4 非営利セクターの国際比較統計
5 主要各国におけるNPOの法人制度の概要とわが国との比較
8 わが国で ｢NPO法案｣が浮上してきた社会経済的背景
1 民間非骨の第3セクターの役割
2 行財政改革を含む社会システムの変革
3 国会におけるNPO法案の審議過程
4 ｢特定非営利活動促進法｣と ｢民法｣との関係性
5 NPO法人とその他の法人の基本的な相違
9 NPO (特定非営利活動法人)の設立要件の概要
1 設立要件のポイント
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2 日的要件
3 非営利の要件と社員資格の要件
4 役員の要件と社員数の要件
5 宗教 ･政治との関係
6 暴力団の排除について
10 ｢特定非営利活動促進法｣における法人活動の例示と法人の申請状視
1 法人活動の具体的な例示
2 法人取得の申請方法と､申請状況
ll NPO法人と行政および企業との関係
1 NPO法人と行政の関係
2 NPO法人と企業の関係
3 NPOの財政規模
12 NPOをめぐる問題点と今後の課題
1 ｢アンケー ト調査｣結果にみる問題点 ･課題
2 NPO法人をめぐる税制問題
3 NPO法人に対する寄付をめぐる税制
4 NPO法人の支援に関する残された今後の課題
13 地域社会の再生 ･蘇生を図るための寄付金および基金制度の改革課題とその提言
1 地域社会の再生 ･蘇生に向けて寄付金の果たす機能 ･役割とその評価
2 寄付金に関する税制改革-の期待と ｢議月立法｣の可能性
3 自治体の ｢基金設置に関する条例制定｣の可能性
【参考 :NPO法 :特定非営利活動促進法の概要】
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1 新たな財 ･サービスの提供主体の台重鎮
1 財 ･サービスの提供主体
近年の激変する社会経済環境の中で､財 ･サービスの提供主体に対する考え方は大きく変容して
いる｡従来のサービス提供主体については､基本的に､次のように分けられる｡
(1) 第1セクターと称される国や自治体の ｢行政部門｣
(2) 第2セクターと称される商法等に基づき設立される営利法人の ｢民間部門｣
(3) ｢その他のセクター｣としては､民法に基づ く公益法人 (社団法人､財団法人)､個別特別
法に基づ く ｢宗教法人｣｢学校法人｣｢社会福祉法人｣｢医療法人｣｢消費生活協同組合｣などの
中間法人を含む非営利セクターと称される｢非営利部門｣と｢市民活動団体｣｢ボランティア団
体｣｢地縁組織 (町内会)｣ などの人格なき社団と呼ばれる任意組織 ･団体などが含まれる
2 わが国の第3セクターと欧米諸国の第3セクター
ちなみに､わが国では､第1セクターの ｢行政部門｣と第2セクターの ｢民間部門｣との共同出
指･共同出資によって設立された法人を､｢第3セクター｣と称している｡この第3セクターの法人
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格については､一般に､①民法に基づいて設立される ｢公益法人｣であるか､あるいは②商法や有
限会社法に基づいて設立される｢営利法人｣(株式会社､有限会社)であるか､どちらかの法人とし
て設立されている｡
この ｢第3セクター｣と呼ばれる概念は､わが国独特のものである｡欧米諸国において ｢第3セ,L)
クター｣と呼ばれる概念とわが国の概念とは､基本的に異るという点に注意を払う必要がある｡欧
米諸国において用いられている ｢第3セクター｣とは､｢第1セクターの公共セクターではない｣､
また､｢第2セクターの民間営利セクターでもない｣と位置づけられている､｢その他の民間非営利
セクター｣と称される､いわゆる ｢非営利部門｣を指していることは周知のとおりである｡このよ
うな性格を持つ民間非営利セクターの概念は､わが国の場合に当て俵めて考えてみると､わが国で
は ｢その他のセクター｣の概念に近いものであるといえる｡
一方わが国では､民間非営利セクターである､NPO法人のほか､個別特別法に基づいて設立され
た｢私立学校法人｣｢社会福祉法人｣ ｢宗教法人｣など各法人の位置づけなどとの関連性については､
図表 1
LocalCommunitiesinAmerica
LocalCommunitiesinJapan
(出所) 出井信夫編著 『公私協力方式と第3セクター方式の研究No.2』
地域計画研究所､平成9年 3月
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まだ明確に位置づけが確立されたとはいい難い面がある｡そのため､これらの非営利セクターの概
念や位置づけについて､わが国の概念と欧米諸国の概念との間ではその類似性や相違性を明確に区
別することは困難な面があるo 一般に認識されているわが国の第3セクターの概念と欧米諸国の第
3セクターの概念の両者間の概念の関係性については､図表1に示すように両者の関係性は基本的
に相違している1)0
2 ｢第 3セクター｣方式から市民参加型 ｢ジョイントセクター｣方式への
新たな潮流
1 各セクターの概念と各セクターの構成
一般に､地域社会の構成員は､｢自治体｣ ｢地域住民｣ ｢民間企業｣の三者からなる.
これらの三者間の相互の関連性に着目して体系化すると､次のように整理できる｡すなわち､各
セクターの構成は.､それぞれ(1)第3セクターは ｢自治体｣と ｢民間企業｣から､(2)第4セクター
は ｢自治体｣と ｢地域住民｣から､(3)第5セクターは ｢地域住民｣と ｢民間企業｣から､(4)ジョ
イントセクターは ｢自治体｣と ｢地域住民｣と ｢民間企業｣からなる｡これらの各セクターの関係
性については､図表2に図示すとおりである2)｡この図表2を基礎に､これらの各セクターの定義･
概念とその相互の関連性およびその代表的な事例について､さらに再整理したものが図表3であ
る3)0
公共部門と民間部門の協力による公私協力 ･事業連携方式については､一般に第3セクター方式
であると捉えられているが､近年は､まちづ くや地域活性化 ･地域振興を推進する組織 ･団体とし
て､第4セクター方式､第5セクター方式､ジョイントセクター方式という新たな発想 ･方法論が
芽生えている｡とりわけ､地域住民が主体となって設立される ｢NPO｣方式に対する関心が急速に
高まっていることは周知のとおりである｡
図表2 公共サービスの処理方式別供給主体の概念図 `
ジョイントセクター
(出所) 神戸市 『昭和52年度神戸市報告書』(昭和53年3月)より作成
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図表3 各セクターの概念
事業主体の構成 代表的な 代表的な事例と法人形態 今後設立される可能性の高い事業主体および分野
第3セクタ-- ･地方公共団体等 ･株式会社財団法人 ･安比総合開発㈱ (岩手県安代町)
･㈱石炭の歴史村観光 (北海道夕張市)
･㈱ルネッサンス棚倉 (福島県棚倉町)
･越谷コミュニティプラザ㈱ (埼玉県越谷市)
･財団法人地域活性化センターなど
と ･そのほか ･そのほか .財団法人 (まちづ くり財団など)
･民 間 企 業 等 ･株式会社 (市街地開発事業など)
･公益信託 (助成財団など)
･協同組合 (工場団地の共同福利厚生施設な
ど)などのケースが想定される
･またNPOなどの参加協力が想定される
第4 ･地方公共団体等と住 民 ･株式会社社団法人 ･㈱七日町再開発ビル (山形県山形市)
･㈱山湊 (愛知県新城市)
･社団法人 シルバー人材センターなど
･そのほか ･そのほか .財団法人 (生きがい事業団など)
セクター ･公益信託 (区画整理事業に伴うまちづ くり
信託など)
などのケースが想定される
･またNPOなどの参加協力が想定される
第5セクター ･住 民 等 ･財団法人 ･財団法人富士記念財団など
･公益信託そのほか ･公益信託あだちまちづ くりトラスト
･公益信託コミュニティ.ファンド-さざんか
きつちゃん教育基金などの公益信託
そのほか .財団法人 (助成財団や福祉厚生施設などの
管理財団)
と ･株式会社 (まちづ くり.むらおこし.地域
･民 間 企 業 等 活性化事業や人材バンク事業な
ど)
･また､(コミュニティー.ビジネス-地域の
スモールビジネス)などのケースか想定さ
れる
･またNPOなどの参加協力が想定される
ジョイント ･地方公共団体等と民 間 企 業住 民 ･株式会社財団法人そのほか ･㈱ふ-るさと企画 (岐阜県東白川村)
･㈲美濃白川ふるさと開発 (岐阜県白川町)
･㈱じよんのび村協会 (新潟県高柳町)
･㈱黒壁 (滋賀県長浜市)
･財団法人まつど街と水辺の緑化基金
･財団法人船橋緑の基金などの緑化対策基金
･財団法人津南地域活性化センター (新潟県津南町)
･そのほか .株式会社 (まちづ くり事業 .市街地再開発
セクター 事業 .社会福祉事業 .教育文化
などの関連事業など)
･財団法人 (公共施設管理財団等)
･公益信託 (まちづ くり公益信託.環境基金)
･また､(コミュニティー.ビジネス-地域の
スモールビジネス)などのケースが想定さ
れる
･またNPOなどの参加協力が想定される
(出所) 出井信夫 ｢第3セクターの現状と課題｣
『新潟産業大学経済学部紀要 第 13号』 (平成 7年6月)に加筆修正
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他方､｢PFI｣(PrivateFinancelnitiative:民間事業者による公共事業の推進方法)事業方式と
呼ばれる公共事業の推進手法が近年法制化され注目されている｡このPFI方式については､山井信
夫｢PFI方式による公私協力方式･事業連携方式の新たな潮流｣『新潟産業大学経済学部紀要 節22
号』を参軍されたい.
ここでは､｢第4セクター｣ ｢第5セクター｣｢ジョイントセクター｣の各セクターにおける｢基本
的な概念｣ ｢各セクターの相互関連性｣ ｢主な事例｣について詳解する4)｡なお､第3セクターについ
ての詳細は､筆者の諸論文を参照されたいム
2 第3セクターの概念
第3クタ一については､次のように定義される5)0｢第3セクターとは､自治体の出資法人で､公
社､協会､株式会社等の名称の如何にかかわらず､(∋土地開発公社などの特別法人である法定三公
社と､②単独または複数の自治体が100%全額出資および出指している地方公社等を除いた法人で､
③公的セクター (国､自治体､政府関係機関等の特殊法人等)と民間セクター (民間企業等の営利
法人､農協 ･商工会議所､商工会､観光協会等の経済団体や任意団体等を含む各種団体や民間の公
益法人等)との両者の共同出資によって設立された商法に基づ く商法法人の株式会社等 (狭義の意
咲)に､また共同出損によって設立された民法に基づ く民法法人の財団法人等を加えた (広義の意
咲)法人組織 ･団体である｣｡
3 第4セクターの概念
｢第4セクター｣とは､基本的には､｢自治体を中心とした公共セクターと一般住民の両者の出資･
出絹により設立された法人組織 ･団体を指す｣と定義できるが､このタイプの組織 ･団体は現状で
はまだ数少ない｡
典型的な事例としては､山形県山形市の中心市街地再開発事業を推進するため設立された㈱七日
町再開発ビルがあげられる.当初は再開発組合による組合施行を目指したが､諸般の事情より組合
結成は不調に終り断念され､個人施行に変更された｡それを契機に､個人地権者 (出資比率55%)
と山形市 (出資比率45%)との共同出資によって㈱七日町再開発ビルが設立され､山形市七日町節
一校市街地再開発事業として ｢七日町AZ｣(アズ)ビルが整備された｡この施設は､地権者が中心
に入居した商業 ･物販部門と山形市中央公民館ホールや図書館等公民館施設が併設された公共部門
が一体的に一つの建物の中に整備された ｢複合多機能型公共公益 ･民間商業施設｣というユニーク
な事業事例である｡近年大きな関心を集めている公共事業の計画的､効率的な推進を図るという
｢PFI事業｣方式の参考事例としても黄重な事例である｡また､愛知県新城市㈱山渓 (さんそう)
は､通称まちづ くりのさんそうと呼ばれている｡地域活性化 ･地域振興の推進を図る目的で､新城
市と市民100人の共同出資によって設立された市民が主体となった ｢まちづ くり･まちおこし会社｣
である｡中心市街地にある ｢空き店舗｣ ｢旧旅館｣｢旧工場｣等をまちづくりや地域活性化 ･地域振
興に有効に活用するという趣旨で､これらの諸施設を利用して市民のギャラリー ､物産販売､飲食
店､各種の教養講座を開催するなど､単に市民が事業会社に出資をするという而からの協力関係を
保持するという点にとどまらず市民が積極的主体的に会社の事業運営に参画しているという点で､
全国でも類例のないユニークなまちづ くり会社である｡このような性格の事業会社のため全般的に
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経営は厳しい環境にあるが､事業部門によっては黒字を維持している部門もある｡今後のまちづく
り推進の目的で設立される第3セクターやNPO法人の事業運営における参考となる好事例であ
る｡
そのほか､類似組織 ･団体として､まつりやイベントの主催 ･開催団体などが考えられる｡一時
的 ･臨時的に組織化される､祭りの主催者など任意団体が代表的な例である｡これらの団体は､一
般に､｢権利能力なき社団｣と呼ばれる｡ また､社会福祉事業法に基づき設立される法人格が付与さ
れた社会福祉法人社会福祉協議会などもこのタイプに属する法人組織であるといえよう｡同様に､
社団法人シルバー人材センター (千葉県船橋市のように財団法人形態で設立される団体も中にはあ
る)なども類似的団体として､このタイプに分類できる｡ナショナル ･トラスト運動などを推進す
る目的で当初任意団体として出発したが､その後安定的な財源確保など一定の要件を満たし社団法
人や財団法人として設立許可さる組織 ･団体がある｡それらの中にも､このタイプに分類できる法
人がある｡まちづ くり公社､まちづ くり会社と称される法人組織の中にも､このタイプに分類され
るものが設立される可能性がある｡
このように ｢第4セクター｣とは､｢行政と住民が中心となって協力する組織 ･団体を指す｣が､
今後は､｢特定非営利活動促進法｣(通称､NPO法)に示される12の活動分野で設立されるNPO法
人の中にも､このタイプに含まれる組織 ･団体が設立される可能性があると考えられる｡
4 第5セクターの概念
｢第5セクター｣とは､基本的には､｢民間企業等を中心とした民間セクターと一般住民の両者の
出資 ･出損により設立された法人組織や団体を指す｣と定義できるが､このタイプの組織 ･団体は
現状ではまだ少ない｡
代表的な例としては､社会福祉法人やボランティア活動団体等の活動を支援 ･助成する目的で､
銀行からの基本財産の出損と銀行員の寄附金等を得て設立された財団法人富士記念財団(富士銀行)
があげられる｡
一方､公益信託あだちまちづ くりトラストは､民間ディベロッパーなど地域開発や住宅開発等に
伴い自治体に寄付される寄付金 (住宅開発等に係わる一種の開発負担金である)と､市民の募金､
寄付金を原資として公益信託されたユニークなまちづ くり手法の事例である｡この公益信託は､足
立区の快適で文化的なふれあいのあるまちづ くりの創造に寄与することを目的に､足立区が仝新出
指した財団法人足立区まちづ くり公社が委託者 (出描者)として､基金を拠出した形態で運営され
ている｡この公社は､信託助成金の助成先等を推薦する役割を担う運営委月会を実質的にサポー ト
しているが､足立区はこの公益信託に対し出指金等は一切行っていないという意味で､第5セクタ
ーに分類できる｡同様に､公益信託コミュニティ･ファンド-さざんかきっちゃん教育基金は､社
団法人船橋青年会議所の提唱によって設立された公益信託である｡日本青年会議所 (JC)活動の中
で市民運動展開の一つの唱矢としてその後のJC活動に大きな影響を与えたと高く評価されてい
る｡この教育基金は､市内等の企業や一般市民等に呼びかけ寄付された寄付金や募金を信託財産と
した公益信託で､障害児や母子家庭等の児童生徒､学生-の奨学資金の支給や養護学校等教育施設
に対する教育器材や図書等の助成などを主たる目的としている｡この基金は､公益信託方式の活用
により基金果実 (基金運用益-利息)を奨学資金給付などの原資に活用する公益信託方式の典型的
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な事例である｡
今後は､企業における社会貢献の在り方や企業人として社会貢献活動の参画の在り方などの論議
が高まる中で､企業と社員あるいは一般住民等が共に協力し合って活動したり､一定の目的達成の
ために協力するという､この種のタイプの法人 ･団体が増加する可能性が高い｡また､民間企業等
が中心となって設立された ｢企業財団｣と呼ばれる奨学金助成や研究助成などを目的とした､いわ
ゆる ｢助成財団｣などにこのタイプに属する法人 ･団体がある｡企業からだけの出資 ･出椙だけで
はなく､一般社員や一般市民などからの寄付や募金などを受けて助成活動や奨学金の給付活動等を
行う組織 ･団体である｡自然環境保全運動などを推進 ･支援する団体の中には､財団法人を設立せ
ずに､実質的に財団法人と同様の機能 ･役割を果たすことが可能であるという点に着目して公益信
託方式を採用する団体がある｡これらの中にも､このタイプに分斯できる法人があろう｡
このように ｢第5セクター｣とは､｢民間企業と住民との協力によって設立された組織･団体を指
す｣が､今後は､｢特定非営利活動促進法｣(通称､NPO法)に示される12の活動分野で設立され
るNPO法人の中にも､このタイプに含まれる組織･団体が設立される可能性があると考えられる｡
5 ジョイントセクターの概念
｢ジョイントセクター｣とは､基本的には､｢自治体を中心とした公共セクターと民間企業を中心
とした民間セクターと一般住民を加えた三者の出資･出才削こより設立された法人組織や団体を指す｣
と定義できるが､このタイプの組織 ･団体は厳密にいえばまだ数多くはない｡近年､｢公共｣｢民間
企業｣｢住民｣の三者の協力による事業化や企業化など公私協力･事業連携が推進される傾向にある｡
全国の各都道府県を中心に､緑化事業推進の目的で設立された財団法人緑の基金は､ジョイントセ
クター方式の典型的な事例といえる｡録の基金は､一般に､鋸台体からの出揃金 (基金)に加え､
民間企業からの寄付金および一般市民等からの寄付金や募金等により構成されている場合が多い｡
ジョイントセクターの代表的な事例としては､次のような例があげられる｡
(1)財団法人船橋緑の基金は､緑の基金と同様の趣旨で設立された基金で､船橋市の基金出指(捕
助金-基金造成事業)に加え､民間ディベロッパー等の民間事業者などが船橋了f宅地開発事業施設
整備基準に基づいて､財団法人船橋縁の基金への寄附基準に従って寄付した寄付金 (一種の住宅開
発に係わる開発負担金)および一般の市民や企業等からの寄付金や券金などを原資として､基金運
営されるものである｡この財団の目的は､行政と市民が手をたずさえて線を保全し､線化を推進し､
健康で供過な生活が営まれる活力ある近代的都市船橋を創造することにあり､民有地の線化推進等
に大きな役割を果たしている｡
(2)財団法人津南地域活性化センターは､新潟県津南町の地域活性化を推進する目的で設立された
財団法人で､津南町が整備した公共施設クア-ウス津南を運営管理している｡財団法人の出指者は､
津南町､地元商工会､農協､森林組合に加え､地元金融機関の北越銀行のほか地元出身者で町外で
活躍している企業のオーナー等である｡このセンターでは､出資に賛同する地域外の一般人からの
寄付金を募るなど､ユニークな活動を行っている｡
(3)株式会社黒壁は､滋賀県長浜市でJCやロータリー クラブなどで活躍してきた地元経済界 リー
ダー的な市民である7人の出資者に加え､地元金融機関の信用金庫と長浜市が参画して設立された
(出資者の名義をみると､必ずしもジョイントセクターとはいえない面もある)地域活性化 ･地域
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振興を推進するまちづ くり会社である｡老朽化により解体の危機に瀕していた明治時代の土蔵造り
の銀行の保存修復運動を契機に､土蔵造りの銀行を改造したガラス館の整備を中心に､ ガラス美術
館などガラスをコンセプ トに､市の策定した博物館都市構想を具体的に展開すると同時に､他の自
治体の第3セクター会社-出資するなど､まちづ くりの経営ノウ-ウを積極的に活用し事業展開を
図る元気のあるユニークなまちづ くり会社である｡
近年､｢まちづ くり公社｣ ｢まちづ くり会社｣ ｢まちづ くりセンター｣など､地域活性化や地域振興
などの役割 ･機能を担う法人組織 ･団体が設立される傾向にあるが､これらの中にはこのタイプに
分類される傾向が高まると考えられる｡一般に､これらの組織 ･団体は法人形態は株式会社形態が
採用される場合が多いが､事業分野や事業形態によっては財団法人形態によって設立される場合も
ある｡
このように ｢ジョイントセクター｣とは､｢行政､企業､および住民との三者の協力･支援によっ
て設立された組織･団体を指す｣が､今後は､｢特定非営利活動促進法｣(通称､NPO法)に示され
る12の活動分野で設立されるNPO法人の中にも､このタイプの組織･団体が設立される可能性が
高いといえる｡
6 ｢第3セクター｣方式から ｢ジョイントセクター｣方式への新たな潮流
公的部門と民間部門の協力による公私協力 ･事業連携方式には､公共部門と民間部門の出指 ･出
資による ｢第3セクター方式｣が採用されてきたが､この第3セクター方式に加え､一般の住民や
権利関係者などの参画や協力を得て､事業化や企業化を推進するという考え方が ｢ジョイントセク
ター方式｣ である｡ とりわけ､むらおこし･まちおこし事業や地域活性化事業などに加え､市街地
再開発事業､駅前再開発事業などの事業を推進する際には､地域住民のみならず地域外の住民であ
っても､諸権利等の利害関係者などの参画を得て事業を推進した方が関係者間の理解や協力をより
得やすく､事業が成功する可能性も一層高まる場合も少なくない｡それゆえに事業分野や事業形態
によっては､第3セクター方式よりは､むしろ住民参加を得て実施される ｢ジョイントセクター｣
方式の方がより適切で望ましい事業主体であると考えられるようになった｡つまり､｢地域住民等も
株主等｣として､積極的に当該事業の推進に関わることにより事業の成功を高めていくという考え
方が生まれてきたわけである｡
今後は､事業分野や事業形態によっては､｢自治体等｣｢民間企業等｣ ｢住民等｣の三者間の共同出
資や共同出指によって協力 ･支援体制を確立するという ｢ジョイントセクター方式｣で設立される
事業主体も出現する可能性が高いと予想される｡また､NPO法の施行に伴い､ジョイントセクター
タイプの組織 ･団体の増加が予想されるので､これら団体 ･組織に対する支援や育成措置を拡充す
ることが今後の課題である｡
7 NPO法人 (民間非営利団体)の育成 ･支援
(1) 多様な民間団体と民間非営利団体
まちづ くりを推進する組織は､法人格を有する団体だけではなく､各種団体､いわゆる ｢権利能
力なき社団｣と呼ばれる ｢民間非営利団体｣も大きな役割を果たしている｡これらのまちづ くり組
織 ･団体と住民と企業と自治体の四着の相互間の関係性について､とりわけ自治体の視点より体系
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図表4 自治体の複合経営システム (組織間の相互関連連携性 :コングロマ リッ り
事務 ･事業の実施
(自治事務と法定受託事務に再編)
国
地方自治法等以外､条例
等により独自に設立され
ている組織､団体､法人
地方公社 .第3セクター
(100%出資団体)
地方公社 .第3セクター
(50%以上の出資等)
地方公社 .第3セクター
(25%以上の出資等)
地方公社 .第3セクター
活動等を支援助成する団
体 (社会福祉協議会等)
活動等を支援助成する団
体 (自治会 .町内会等)
まちづ くり財団
コミュニティ･トラスト等
サービス
等の提供
指導 ･監督(出資)守
まちづ くりの支援
節3セクター
(株式会社/財
団法人)への出
資 ･出揃
都道府県害事業の
旦･分担
受託事務
公益信託
基金の設置
広域的団体
基礎的団体
執行機関の分散
自治体間の広域的な連携体制
協力体制
事務等の共同処理体制
公共の福祉と経肝性の両立
独立採算性
事業区分毎に事業費の明確化
特別法により設立.
独立的に運営
自治法等により設立
NPO法
日 報告
信託法/条例による設立
｢公益信託｣事業
事業委託
支援等
59
地方自治法等の法律に準
拠して設立される委月会
行政委月会
広域市町村圏組合
一部事務組合
地方公菅企業
(法通用/非適用企業)
特別会計による事業
地方公社
基金 .財団
NPO法 に よる12串業
活動支援等
附等
金型信託方式
託財産委託型信託方式
事業 .サービス等の民間会社 .団体 (任意団体等を含む)等への委託
(出所) 出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究｣
『新潟産業大学経済学部紀要 第20号』平成11年12月
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図表5 まちづ くりの推進主体 ･組織
自治法および条例に基づき設立
独自に運営
条例および商法･民泌こ基づき設立
独自に運営
商法･民法に基づき設立
独自に運営
社会福祉法人として設立
独自に運営
民法に基づき設立
独自に運営
民法に基づき設立
独自に運営
信託法により設立
独自に運営
NPO法に基づき設立
独自に運営
任意団体として設立
独自に運営
基金
(地域振興基金等)
基金 .財団
地方公社
シノレノヾ-
人材センター
財団法人
(まちづ くり財団)
公益信託
非営利特定活動法人
(12の活動事業)
各種団体等
まちづ くりの支援
寄附等
出資等
地域福祉の支援
会費等
まちづ くり支援
寄附等
寄附等
まちづ くりの支援
(出所) 出井信夫 ｢地方公社 ･第3セクターの再評価｣ 『地域経営の革新と創造』
的に図示したものが図表4である6)｡同様に､まちづ くりの推進主体･団体組織の視点よりこれらの
四着の関係性について体系的に図示したものが図表5である7)0
わが国では､一般に事業活動の実施は､(1)公共部門による一般政府や自治体による公共事業(一
般会計､特別会計)のほかに､(2)政府や自治体における公的企業､(3)商法による営利法人の株式
会社(有限会社)､(4)民法による公益法人の社団法人や財団法人､･(5)社会福祉事業法に基づ く社会
福祉法人など個別法に基づ く法人､(6)中間法人と呼ばれる協同組合等の法人組織団体によって事業
が推進されている｡このうち営利を目的とする組織団体については､一定の要件を満たせば株式会
社や有限会社等の法人格を取得できる｡一方､非営利団体の中でも積極的に広 く公益性を目的とす
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る組織団体であれば主務官庁の厳しい設立許可審査はあるが､民法による社団法人や財団法人ある
いは社会事業法による社会福祉法人､私立学校法による学校法人等のそれぞれの目的に応じて個別
法に準拠した法人格を取得することは可能である｡主務官庁制の問題等法人制度事態には改善すべ
き点は多々あるが､ともかく一定の必要要件や基準が満たされ､公益性があると認められれば､法
人格を取得する道はある｡また､近年､区分所有法に基づき設置された分譲マンション等の管理組
合の中にも､有限会社等として法人化される例もいくつか散見される0
他方､町内会やまつり･イベント等の開催時に組織される祭実行委員会やボランティア活動を推
進するボランティア団体等の任意団体の中には､財団法人等の団体と比較しても遜色のない活動を
行っている団体は多数存在する｡このような民間団体の中には､非営利活動を主体的に行う ｢民間
非営利団体｣で社会的にも有益有意義な活動を展開している組織団体もある｡自治会や町内会組織
やボランティア団体等が代表的な例である｡これらの民間団体は､一般に ｢権利能力なき社団｣ と
呼ばれ､現行法上においては積極的に法人格を取得することは極めて困難である｡これらの ｢民間
非営利団体｣の中には､まちづ くりや地域社会に貢献する組織団体の一つとして､また市民の自助
努力の高揚を醸成する観点からもその役割はますます韮要になると考えられる｡これらの不特定多
数者-の公益性を目的としない､いわば､｢非公益･非私益｣と位置づけられる組織団体は､現行法
上では民法上の法人格を得るのは難しい｡そのため､市民レベルの｢民間非営利団体｣(市民活動団
体)は､任意団体として ｢権利能力なき社団｣活動をせざるをえない情況にあった｡ともあれ､こ
れら民間非営利団体が法人格を取得できるかどうかは､その団体の活動の発展に大きな形轡を及ぼ
すことは改めていうまでもない｡
このような暖味な組織でも相当な活動実績を有する組織団体の例は多数ある｡このような組織団
体に対しては､現況のわが国社会の利点としてもっと積極的に評価すべきであるという意見等を背
景として､種々の観点より議論されてきた.これらの議論を踏まえて､1998年弟142国会で｢特定
非営利活動促進法｣､通称NPO法が可決成立し同年12月1日に施行された｡
(2)NPO法人の育成 ･支援
NPO法人における活動費等の資金調達は､多くの課題がある｡｢民間の活動は､民間の資金で賄
うことがふさわしい｣と一般にいわれているが､これらの諸団体においては､現況は政府や自治体
等からの補助金や振興基金等からの助成金の交付が期待されていることが多い｡本来的には､民間
の資金が中心に､なるべきである｡民間資金の拠出者は､基本的には個人と企業であるo奨学金の給
付､研究費･活動空曹等を助成･交付する ｢助成団体｣(助成財団)等もいくつか存在するが､もとを
たどれば個人か企業の寄付である｡そのため､いかに個人や企業が寄付をしやすい環境を整えるか
が大きな課題となる｡この対策としては､寄付金に対する免税措置の拡充が考えられる｡しかしな
がら､現行法制度上では､企業の場合には寄付金の損金算入控除制皮があるが､個人の場合には特
定の限られた団体 (指定寄付)以外の団体等に対する所得税等の税研控除制皮はない.
したがって､今後の課題は､これらの非営利団体の支援 ･育成を図ると同時に､これら団体活動
を側面から支援 ･育成していくための支援措置として､企業と個人の寄付金に対する法人税や所得
税 ･地方税等の減免措置の充実を図る必要がある｡また､これら非営利活動法人自らの自立を図る
ため､安定的な事業活動を推進する意識の高揚を高めると同時に､魅力のある事業展開を推進する
ことによって企業や個人からの寄付金等の獲得を促進するような工夫も重要である｡また､個人や
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企業等からの寄付金を最大限利活用する方法として､｢自治体に対する指定寄付の全額控除制度｣(企
業の場合は寄付金の全額損金参入額がある､個人の場合は所得税および地方税の一定額の寄付金控
除制度による税金の還付制度がある)｣制度と｢自治体の基金制度｣等との連携によって､個人や企
業等からの寄付を容易に促進できるような新たな手法の確立を図ることが重要な課題となってい
る｡
3 新しい財 ･サービスの提供主体に対する期待
1 公共セクター ･民間セクター活動の限界と非営利セクターに対する期待
社会の大きな変化に伴い､従来のサービス提供主体では十分に機能しない面が散見される傾向が
高まる中で､欧米諸国にみられるような民間部門の一つとして､非営利セクターである ｢非営利法
人｣の活動に対する期待が高まる傾向にある｡その背景には､社会経済の変容に伴って､従来から
の伝統的な第1セクターおよび第2セクターによる財 ･サービスの提供だけでは､その機能 ･役割
が十分に果たすことができなくなってきたということがその背景にある｡今日､第1セクターおよ
び第2セクターの活動については､次のような限界などが指摘されている8)0
(1) 第1セクターの行政活動の特徴と限界
第1セクターである行政では､国および自治体の公的機関が公費 (税金)によって各種のサービ
スを提供する｡そのためサービスの提供にあたっては､客観性､公平性が求められることから､画
一的､平均的なニーズへの対応にとどまらざるを得ない｡したがって､サービスの安定的な提供と
いう面においては優れた利点を発揮することができるが､その反面では機動性に富む柔軟な対応を
するという点においては問題がある｡
(2) 第2セクターの民間活動の特徴と限界
それに対して､第2セクターである企業では､市場原理により営利を追求するため､投資効率の
悪いサービスは提供できない｡また､サービスの提供にあたっては､機動性 ･柔軟性にづいては十
分に発揮できるという反面､利潤が期待できないものについては中止や撤退を行う場合があるので､
安定的､継続的なサービスを提供するという点においては問題がある0
(3) 非営利セクターの活動に対する期待
このように､第1セクターおよび第2セクターにおける両者の活動の短所が顕在化する傾向にあ
ったことに加えて､阪神 ･淡路島大震災などにおいて発揮された災害救助におけるさまざまな支援
活動や福井沖で座礁沈没したタンカー船より流出した原油の回収 ･除去作業等におけるボランティ
ア活動等に多数の参加者が集まり､当初予想された以上の力を結集することができたことにより環
境汚染等が防除できたことなどが契機となって､また各種のボランティア活動に対する関心の高さ
や参加者の参加意識の高揚が浸透することなどと相まって､これらの活動に対する高い評価とその
活動に対する期待感が一気に高まったのである｡同時に､これらの活動においては､一時的短期的
な活動形態から恒常的長期的な観点より､活動が継続的に行われるための対応や支援の在り方など
に対する必要性があるという点についても強く認識された｡すなわち､無償的 ･不定期的な行動を
基本とするボランティア活動を軸とする活動形態から､諸経費等の失費や一定 (低廉な)の報酬を
受支給するという有償的 ･恒常的な事業活動形態の側面を取り入れることによって､継続的な活動
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が維持 ･持統することが可能となるとともに､事務局機能 ･センター的機能の充実強化が可能とな
るように種々の支援措置を講ずる必要がある､という点が強く認識されたわけである｡
かくして､このような活動を行う｢民間の非営利団体｣の活動がにわかに注目されることになり､
NPO (非営利組織 :NonPro丘tOrganization)の活動とその活動範囲や活動領域の拡大に対して､
まちづ くりの推進や社会福祉サービスの提供等､市民社会に円滑なサービスの提供や市民連帯意識
の向上 ･醸成等新たな観点より､公共側のみならず､市民からも大きな期待が寄せられることとな
ったわけである｡
2 NPO(民間非営利団体)の活動特性
一般に､NPOには､次のような活動特性があるといわれている9)0
(1) 先駆性
行政は､多数が需要するサービスの提供をする｡一方､企業は利潤追及という観点からサービス
の提供を行う｡そのため､少数者のサービス需要や赤字が懸念されるようなサービス等の提供につ
いては､両セクターとも十分対応できない両が多々ある｡その点では､NPOは自らのミッション(使
命)に基づき､必要と感ずれば採算性を度外視しても､自発的に活動を起こし先駆的にサービスの
提供を行うことが可能である｡
(2) 機動性
行政と企業においては､サービスの提供を開始するまでには一定以上の手続き等が必要である｡
それに対して､NPOでは現場に決定権が委ねられることが多いことに加えて､活動範囲が比較的狭
く活動規模も小規模なものが多いことから､機動性や柔軟性に富み臨機応変に対応することが可能
である｡
(3) 地域密着性
財 ･サービスの提供にあたっては､地域住民の意向を十分に把握する必要があることはいうまで
もない｡したがって､地域に密着して活動するNPOは､地域住民のニーズを十分に把握することが
可能であり､ニーズに応じたサービスの提供が可能となる｡
(4) 多元性
行政は､一元的､画一的な価値観に基づいてサービス提供を行わなければならない｡一方､企業
では営利追及を前提にサービスを提供することが原則となる｡これらの両者の活動特性に対して､
NPOは多様な価値観に基づいていくつもの組織がサービス提供を行うので､個々のニーズに対し
きめ細かくサービスを提供することが可能である｡多様な活動を行うNPOが多ければ多いほど､
個々のニーズに対応できる可能性は高い｡
(5) 自己実現性
余暇時間の増大による自由時間の増大､多種多様な自己実現ニーズの高まり等がますます増加す
る傾向にある｡このような背景の中で､NPOで活動することは､自らが必要と考えるサービスを自
らの手で提供していくことができるなど､そこで活動する人達には満足感､充足感､生き甲斐等が
得られることにもつながるので､その活動もきめ細やかで多様なものが期待できる｡
(6) 経済性
NPOは､他のセクターとは異なり､その活動費は主に会費､助成金､寄付金等の収入によって賄
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われている｡また､資機材の提供､ボランティア等による活動支援もあり､サービスの提供コスト
は相対的に低 く､行政や企業では対応しにくいようなサービスを提供することが可能である｡
3 非営利セクターの位置づけと経済学的な意義
(1) 非営利セクターの位置づけ
一般に､経済の活動主体として捉えられている ｢企業｣ ｢家計｣ ｢政府｣の三者を基礎に､さらに
｢非営利セクター｣を加えた四つの経済主体における相互の関係性について図示したものが図表6
である10)｡この図に示されるように､一方では家計を中心に､(1)非営利組織に対し企業と家計から
寄付やボランティアが提供されている｡それに対して､(2)政府からは補助金が支出される｡他方で
は､(3)非営利セクターは､他のセクターや家計に対して､生産されたサービスを供給している｡
(2) 非営利セクターの経済学的な定義
このようなNPO(非営利組織)については､経済学的には､｢収入から支出を差し引いた純利益
を利害関係者に分配することが制度的にできないような非政府組織団体である｣と定義することが
できる11)｡このような性格を有するNPOのサービスの提供や活動範囲をみると､(1)一般には､公
共的社会的な目的を持って活動する ｢公共奉仕型NPO｣が比較的多いといえるが､(2)中には会月
に限定しサービスを提供するという ｢会員奉仕型NPO｣も少なからずある､と考えられる｡
4 アメリカにおいて非営利セクターが台頭 してきた社会経済的背景
アメリカにおいて､非営利セクターが台頭してきた社会経済的な背景については､次のような､
(1)歴史的背景､(2)市場の失敗､(3)政府の失敗､(4)多元的な価値観･自由､(5)連帯の諸点があげ
られている12)0
図表6 非営利組織を含むトライアングル
税･サービス
公共財
(出所) 山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』日本評論社､平成9年7月
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1歴史的背景
アメリカにおいて､非営利セクターが設立されるようになった理由については､主として歴史的
な背景があげられる｡他の多くの国々と同様に､アメリカにおいても国家以前に地域社会が存在し
ていた｡換言すれば､政府機構あるいは政府機関が住民共通の問題に対処するようになる以前より､
コミュニティはすでに形成されていたわけである｡したがって､いろいろな問題の解決にあたるこ
とは住民自身であり､そのためには有志による組織を作りことにあたることが有用であるというこ
とがよく理解されていた｡その結果､有志による組織として､消防団､学校､養子縁組機関などの
多くの機関が設立されてきた｡
政府が成立した以後でも､アメリカ人は､君主制や官僚制度の復活を恐れて､政府には過度に依
存することはなかった｡そのため､政府の援助が必要であるとお互いに納得するまでは､市民たち
は自主的に問題に対処 ･解決をしようと努力することを常としていた0
このように自立性､独立性に富む組織が一皮設立されると､政府が問題に対処するようになった
後でも､しばしば政府の目的達成を手助けしながらも独自に存在を続けることが多くなる｡
2 市場の失敗
このような歴史的な理由以外にも､非営利組織の創立を促したものとして､アメリカ経済を支配
する市場システムに内在する､ある柾の限界があげられる.エコノミストは､これを｢市場の失敗｣
と呼ぶ｡具体的な市場の失敗の事例としては､次のような問題点が指摘される｡市場は､靴､自動
車､衣服､食料品のような個人的に消費される財 ･サービスを提供する機能としては非常に優れて
いる.これらの財 ･サービスについては､市場における消空賢者の選択が価格や需要量に関する情報
として生産者に送られ供給量が決まる｡
それとは対照的に､きれいな空気､国防､あるいは安全な環境というように共同で消費される共
同消費財 ･サービスについては､市場機構で取引される財 ･サービスとして適切に供給されない｡
このように､｢公共財と呼ばれる共同消費財｣の供給に関しては､｢ただ乗り｣という深刻な問題を
伴うからにほかならない｡つまり､一旦､共同消費財が生産されると､生産コストを負担しなかっ
た人々も含めて､すべての人々がその恩恵を受けることになる｡このように､共同消費財のコスト
を負担するか､あるいはコストを負担しない場合のいずれの場合であるかにかかわらず､共同消費
財のその恩恵に浴することができるならば､人は他の人にそのコストの負担を転嫁させることの方
が得策となるような行動をとることは自明である｡
しかしながら､すべての人が同じように考え行動するとするならば､結果的に､これら共同消費
財の生産は極端に少なくなり､すべての人々が一層劣悪な状態に置かれることになる｡このような
事態を是正するためには､何らかの形で非市場的な機構が必要となる｡このような非市場的な機構
の中で､最も重要なものの一つに政府の活動がある｡政府は､個々人に税を課すことにより､政府
はすべての人に共同消費財のコストの負担を課すことができるというわけである｡
他方､この｢市場の失敗｣を克服するもう一つの方法がある｡非営利セクターによるものである｡
非営利組織団体を創設することによって､個人のグループは､各相互間では必要性が認められる重
要な財 ･サービスではあるが､国民大多数の支持を得るには至らないというような共同消費財があ
る｡そのような財を提供 (生産)するためには､一定の資金をプールして対処する必要がある｡例
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えば､特定の小集団に属する人々にとっては､共通の文化的､社会的､あるいは経済的特徴や関心
がある場合がある｡国民全体にとっては､必ずしも共通の関心事ではないが､特定のグループにと
っては大きな関心事となるような場合等がこのケースに相当する｡これらの小集団では､非営利組
織によって所属する人々が望む種類､望むレベルの公共財 (共同消費財)を生産することが望まし
い場合があるこ
ただし､サービスの購買者と消費者が異なる場合には､少し違った種類の ｢市場の失敗｣が発生
する｡これは､エコノミストが ｢契約の失敗｣と呼ぶものである｡例えば､老人ホームの場合には
消費者の多くは老人であり､選択の余地は限られている｡また､相互に施設やサービス等を比較す
ることには限界がある｡一方､購買者の多くは､その消費者の子供である｡このような状況のもと
では､購買者はサービスの妥当性を彼ら自身では査定できないため､市場機構にかわる何かが必要
とされる｡彼らは､信頼できるサービスの提供者を求めることになる｡非営利組織は､基本的には
利益を求めるものではないので､このようなサービスの提供者として選ばれることが比較的多い｡
3 政府の失敗
活発な非営利セクターが存在する第3の理由としては､公共財の提供者として政府の活動には限
界があることから生ずる問題がある｡民主主義社会においては､政府が行動を起こすには国民大多
数の支持が必要である｡そのため､政府が ｢市場の失敗｣を是正することが､時には困難となるこ
とがある｡そのような場合には､非営利組織を設立することによって､小さなグループが他の人々
の支持を得られなかっキ問題に取り組むことが可能となる｡
もとより､国民大多数の支持がある場合でさえも､政府の行動にはわずらわしさや対応の遅さ､
また官僚的な反応などがつきまとう場合がある｡そのため､サービスの提供や一般の要求-の対応
を､非政府機関に求めることが多々ある｡これは､政府権力の拡大に伝統的に強い抵抗感を抱くア
メリカにおいては､特に顕著である｡したがって､政府による資金提供が不可欠と考えられる場合
でも､民間の非営利団体を利用することにより､政府資金によるサービスの提供が実施されること
がしばしばある｡つまり､この場合には政府と非営利セクターによる複合型の協力体制によって､
財 ･サービスの提供が行われるというわけである｡
4 多元的な価値観 ･自由
非営利組織が存在する第4の理由としては､これらの組織の能率やサービス機能には関係なく､
むしろ非常に重要な社会的価値観､つまり､自由と多元的価値観を具現化していくために､これら
の組織が果たす役割に関するものである｡ジョン･スチュワ- ト･ミルは､彼の古典的な論文 ｢自
由論｣ の中で､次のように ｢政府が行う事業はどこでも似たようなものである｡反対に､個人や有
志の組織によるものL.=は､さまざまな試みや､ありとあらゆる経験がみられる｣と指摘している.
他方では､私財を求める個人の行動を企業が助長するように､非営利組織も公共財に対する個人
的イニシアティブを助長している｡事実､アメリカ社会で行われた主要な改革のほとんどは､これ
らの非営利セクターからの問題提起として出発している｡公民権運動､環境保護運動､職場安全運
動､児童福祉､女性の権利拡張運動､新右翼運動などがその代表的な例である｡例えば､非営利セ
クターよりも政府の方がはるかに効率よく市民の要求に応えられるようなケースの場合において
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も､アメリカ人は彼らの自由を保証するものとして､また､多元的な価値観を確保するための機構
として､非営利セクターの活発な活動にこだわり続けるということができる｡
5 連帯
最後に､非営利セクターとは､連帯の感情を表現するために何らかの機構がほしいと思う気持ち
に応えるものである｡150年前に､アレクシス･ド･トクヴィルがその独創性に富んだ論文の中で指
摘しているように､アメリカのような個人主義的社会ではこれは特に重要なことである｡事実､ト
クヴィルは非営利セクターが持つこのような一面を念頭に置いて､｢民主主義国家においては､共働
の科学がすべての科学の母である｡他のすべての進歩の成否はこれにかかっている｣と主張したの
である｡
トクヴィルは､その理由について､次のように ｢- (前略)-民主主義国家では- (中略)-市
民はみな孤立しており､微力である｡彼らは自分自身ではほとんど何もできず､しかも､誰一人と
して仲間に援助を強いることはできない｡したがって､お互いに助け合うことを自発的に学ばない
限り､彼らはみな無力である｣と指摘している｡
このように､民主主義社会においては､人々の立場が互いに対等であるかゆえに自然に発生する
ことが非常に困難であるもの､つまり共同で行動する能力を､人為的に開発するために､有志によ
る共働が特に切実に求められているのである｡トクヴィルによれば､｢新しい事業を率いるのは､フ
ランスでは政府､イギリスでは身分の高い人だが､アメリカでは間違いなく共働体である｣｢民主主
義国家においては､共働の科学がすべての科学の母である｡他のすべての進歩の成否はこれにかか
っている｣ということに注目したのはこのためである｡彼は､｢もし民主主義国家で生活する人々が､
政治目的のために共働する権利､あるいは意欲を持っていなければ､彼らの独立は重大な危機に直
面するだろう｡しかしそれでも､彼らは資産や教養を持ち続けることはできるかもしれない｡だが､
通常の生活の中で共働体を作る習慣を身につけなければ､文明そのものが危険にさらされることに
なろう｣と主張している｡｢要するに､アメリカ社会には極めて重要な一連の組織があり､個々の組
織相互間には数多くの違いがあるものの､すべてに共通するいくつかの特徴がある｡つまり､公式
に設立された民間機関で､自主管理を行い､利益配分は行わず､有志によるものであって､公共の
利益を追求する｡これらの特徴によって､われわれが非営利セクターと呼ぶものが構成されている｣
といわれるように､アメリカ社会においては､非営利セクターの役割が極めて重要であるというこ
とが強く認識されているわけである｡
5 NPOに関する経済学的分析
1 政府活動の失敗とNPO
NPOの活動･サービスの提供に関する経済学的分析については､次のように政府の失敗の観点よ
り分析することができる13)0
(1) 非営利組織の行動原理
NPO(民間非営利組織)の経済学的な定義については､｢収入から費用を差し引いた純利益を利告
関係者に分配することが制度的にできないような非政府組織｣であると定義される｡このような紺
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織の代表的な例としては､私立学校や民間病院､助成財団､業界団体､政党等の政治団体､宗教団
体､同窓会､カントリー クラブ等がある｡NPOを広く捉えると､公共的､社会的な目的を持って活
動する｢公共奉仕型NPO｣だけにかぎらず､会員に対するサービスに限定した｢会員奉仕型NPO｣
も含まれる｡ただし､NPOの非分配制約 (nondistributionconstraint)とは､利益を分配できない
ということが基本原則となっているが､利益を計上することができないということとは基本的に異
なることに留意する必要がある｡仮に､利益が発生したような場合には､将来の活動のために内部
留保や再投資の原資とすればよいのである｡
一般に､経済学では､｢個人は効用を最大化する一方で､営利企業は利潤を最大化するように行動
する｣と考えられている｡ それでは､NPOの目的関数はどのようなものだろうか｡NPOは､利潤
の最大化を目標とすることはないが､何らかの最適化行動をとっているとすれば､NPOを運営する
誰かの効用を最大化するように行動すると考えるのが自然であるといえよう｡その ｢誰か｣とは組
織によって異なっているが､典型的には事務局長や専務理事等であり､場合によってはスタッフ ･
メンバー全員ということもありうる.NPOは定義によって利潤を分配することはできないが､一
方､組織の存続を前提とする限りは長期にわたって赤字を続けることもできないので､収支均等(刺
潤ゼロ)の制約の下で効用を最大化するようにサービスの供給量を決めると考えるわけである｡
仮に､NPOの効用が､その供給するサービスの量が多いほど高まるとするならば､営利企業のよ
うに利潤を最大化すべ く､限界費用が限界収入に一致するようにサービスの供給量を決めるのでは
なく､赤字にならない範囲でぎりぎりまで供給量を増やすことが効用最大化につながるといえよう｡
生産要素の組み合わせ昼ついても､NPOは営利組織とは異なる選択をする可能性がある.例えば､
営利追及型の病院と比較して非営利組織の病院の方がCT(コンピュータ断層撮影)装置等の高度な
医療機器を揃えたがる傾向があるとしばしばいわれるが､これは非営利病院のスタッフが高度医療
機器を持つことそれ自体に満足を感じるからであるということが一つの理由としてあげられると考
えられる｡
このように､非営利組織の行動原理は限界収入と限界費用が一致する点で生産するという意味か
らすれば､それほど効率的なものではない｡また､生産要素の組み合わせについても､費用を最小
にするような組み合わせをあえてとらない可能性がある｡利潤を追求しないということは一見美徳
のように考えられるかもしれないが､そのことによって経済効率が損なわれるという点に関しては
留意する必要がある｡一般に､市場原理に従う限り､長期的には適者生存原則が貫徹するはずであ
る｡このように､効率的な活動を行なっているとはいい難いNPOは､なぜ､営利企業によって駆逐
されないのであろうか｡経済主体としてNPOは現に存在し､実際にさまざまの財･サービスを供給
するための組織として社会的に重要な役割を果たしているが､その理由は何かという疑問が残るの
である｡
(2) 公共財と政府の失敗
はじめに､NPOの存在を政府の失敗に対する解決策として捉えてみることにする｡
政府の基本的な機能･役割の一つには､道路､橋梁､公園､消防､公衆衛生等の｢公共財｣(public
goods)を供給することにある｡よく知られているように､公共財は､｢非排除性｣(コストを負担し
ない者でもただ乗りができる)と｢非競合性｣(多数の消費者が利用しても混雑しない)という二つ
の性質をもつがゆえに､市場メカニズムではうまく供給することができない｡したがって､政府が
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図表7 公共財 ･準公共財の概念図
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社会的に望ましい量の公共財を供給すべきであるという理由である｡それでは､公共財としての性
質を強く持つようなある種の財･サービスについては､政府や公的企業ではなく､NPO■がそれらの
財 ･サービスの供給を担っているという事実はどのように考えればよいかという疑問が湧く｡
最も簡単な説明としては､政府の機能が弱体であるがゆえに､公共財に対する量的需要に対応し
きれないというものである｡これは､開拓時代のアメリカ､中世のヨー ロッパ､近世までの日本､
現在多くの発展途上国などにはあてはまるであろう｡しかしながら､現在の経済社会において最も
重要な要素は､公共財 ･サービスに対する需要の多様性があることにほかならない｡実際に､政府
が供給している公共財･サービスをよく吟味すると､｢公共財と私的財の中間的な性質を備えた純粋
でない公共財｣ (impurepublicgoods)あるいは ｢準公共財｣(quasi-publicgoods)が多いことが
わかる｡高齢者のための福祉サービス､基礎的な研究教育､文化 ･芸術活動などがその代表的な例
としてあげられる｡今後とも増大が予想されるこうした公共サービスへのニーズは､所得階層やラ
イフステージによって､量的にも質的にも大きく異なる可能性がある｡このような公共財 ･準公共
財の概念について例示的に示したが図表7である14)0
政府や公的企業が､このような多種多様な需要に応え多種多様な公共財をきめ細かく生産 ･供給
するには限界があることはいうまでもなく明らかである｡公共財の供給は､どうしても画一的にな
ることは避けがたい(国立大学の味気ないキャンパスが何よりそれを物語っている)｡また､政府の
規模が拡大するにつれて､官僚制の自己増殖や腐敗､意思決定の硬直化や非効率が目立つようにな
ってくるということもある｡つまり､多様性を持つ公共サービスの場合､市場メカニズムでも､ま
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た官僚機構を通じた一元的な供給システムでもうまく供給できないわけである｡そこに､NPOによ
る分権的な供給システムの存在意義があると考えられるのである｡
(3) 公共財の分権的供給メカニズム
公共財の需要･供給に関しては､次のようなケースを例にして考えられる｡図表8に示すように､
社会を構成するメンバーにおいて､ある公共財に対する需要が均一でないケースについて想定す
る15)｡このケースでは､3人で構成されるミニチュア社会を前提に考えている｡よく知られているよ
うに､消費が競合せず､共同消費が可能であるという公共財の性質に着目すれば､各個人の需要関
数は縦方向に足し合わせることができる｡ この社会全体の需要関数と供給関数がクロスするQTが
最適な公共財供給量であり､PTが総費用となる｡この場合､この公共財を調達するための費用負担
については､各個人の支払う租税価格 (taxprice)がこの公共財から得られる限界便益に等しくな
るように個人間で配分することができれば､仮に､個人ごとに公共財に対する需要の強さが異なっ
ていたとしても､パレー ト最適の条件を満たす効率的な方法であるということができる｡
具体的には､一つの思考実験として､政府が各個人の費用負担率を提示し､それに対して各個人
が公共財の需要量を申告するというプロセスを繰り返すことによって､最適な公共財の供給量と税
負担の組み合わせをみつけることができると考えられる.これは､政府と個々の経済主体との自発
的な交渉という分権的メカニズムによって公共財の最適供給を達成しようとするもので､提案者の
名前にちなみ ｢リンダ-ル解｣(Lindahlsolution)と呼ばれている｡この方法がうまくいくかどう
-)
かは､公共財の消費者が自分の需要を正直に表明するかどうかにかかっている｡しかし､需要を過
小に表明した場合にも､十分なペナルティは科されないから､他人が正直に需要を表明することを
期待して自分はただ乗りしようとする場合には､リンダ-ル解は破綻してしまう｡正直に申告する
図表8 公共財の需要 ･供給と租税価格
租税価格
Qc QB QA 公共財の量
(=QT)
(出所) 前掲書 『ノンプロフットエコノミー 』
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誘因がないという意味では､インセンティブ･コンパティビリティ (incentivecompatibility)が保
たれてはいないということになる｡
公共財の供給水準や費用負担のあり方を決めるのに際し､現実に最もよく使われている方法に投
票等の政治的プロセスがある｡この場合､一般的な多数決原理に従えば､いわゆる中位投票者
(medianvoter)の原理によって中位の選好を持つ投票者 (図のB氏)が決定権を握ることになり､
彼が望む水準に公共財の供給水準が画一的に決まることになる｡
一方､費用負担のあり方については､税体系をどう設計するかにより異なるが､ここでは､簡単
に個人により差をつけずに均一だと仮定すると､図表のPB (総費用の1/3に相当)のようになる｡
この場合では､-イ･デイマンダー (平均より需要の強い消費者､図のA氏)にとってはし供給さ
れる公共財は､彼が負担すべき租税価格に比較して少なすぎることになる｡逆に､ロー ･デイマン
ダー (平均より需要の弱い消費者､図のC氏)にとっては､供給量は多すぎることになる｡その理
由については､租税価格PBに対するA氏､B氏､C氏の個人的な需要量は､それぞれQA､QB､Qc
であるからである｡
このような需要･供給量に対して不満を持つ消費者は､｢足による投票｣によって､自分の望むよノ
うな水準の公共財が供給される地域 (自治体)に移動することも可能である｡ただし､移動にかか
るコストが十分小さレ_､ことなどの条件が必要である｡もう一つの方法としては､-イ･デイマンダ
ーとして満たされざる需要を持つ消費者は､同好の士を募って一種のクラブあるいはミニ政府を組
織して､不足する公共財を自ら供給することも可能である｡このような組織に対しては､｢寄付の形｣
で財政的な支援を行なってもよい｡このクラブあるいはミニ政府こそが､NPOなのである｡このよ
うに､NPOが必要とされる根拠は､公共財供給における政府の失敗に求めることができるというわ
けである｡
また､多様性という点に関しては､公共財に対する需要の多様性だけではなく､基本的な経済政
策や社会政策についての意見の多様性も重要である｡｢環境保護か開発か｣｢核実験を認めるか否か｣
｢人工中絶を認めるか否か｣｢死刑を存続すべきか廃止すべきか｣などが代表的な例としてあげられ
る｡
このように､人々の意見が分かれるような問題については､アメリカ等ではNPOが､特定の意見
や利害を支持してその推進のための活動を行なうアドボカシー (advocacy)の担い手として韮要な
役割を果たしている｡このような諸活動が行われていることが､健全な多元主義 (pluralism)を維
持するために､とりわけ価値があると考えられているのである｡次のような例が代表的なものとし
てあげられる｡アメリカで数年前に､スミソニアンの航空宇宙博物館が退役軍人協会などの圧力を
受け､広島原爆展の開催を断念したところ､代わってアメリカン大学 (まざれもなくNPOである)
で原爆展が開催されたことは記憶に新しい｡
2 市場の失敗とNPO
NPOの活動･サービスの提供に関する経済学的分析については､次のように市場の失敗の観点よ
り分析することができる16)0
(1) エージェンシー問題
公共財を政府が直接供給しようとすると､さまざまな形で政府の失敗が生じる場合があるが､
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NPOはそれを克服し､公共財の供給に関して少なくとも部分的に政府を代替できる可能性がある
と考えられている｡それでは､政府に代わり公共財の供給を担うべき機関として､なぜNPOになる
のであろうか｡公共財の供給は､営利企業ではいけないのであろうか｡どのような供給主体である
としても､公共財の性質を持つ財 ･サービスを供給するのに､消費者が支払う価格だけでコストを
カバーすることはできない｡理論的にも､また現実にも､政府からの補助金や民間からの寄付金に
よる財源の補助が必要となる｡このときは､政府は補助の対象として､なぜ営利企業ではなくNPO
を選ぶのであろうか｡また､!寄付をしようとする個人や企業も､なぜ営利企業ではなくNPOを選ぶ
のであろうかという疑問である｡この問題を考える場合は､｢エージェンシー問題｣(agencyprob-
1em)と呼ばれる問題を考慮して考えることが重要である｡株式会社に例をとって考えると､依頼主
(principal)である株主は､代理人 (agent)として経営者に経営を委ねていると考えることができ～
よう｡この場合には､株主は､費用関数や生産関数についての情報を十分に持っていない上に､経
営者の経営努力の程度を詳細にモニターすることは難しいと考えられる｡
これと同様な例として､寄付者と寄付を受け入れる組織との間のプリンシパル ･エージェント関
係を考えることができる｡NPOが企業や個人から寄付を受け入れている場合には､そのNPOに寄
付をする個人や企業はprincipalであるのに対し､NPOあるいはその専務理事や事務局長は寄付の
運用を委託されたagentであると考えられる｡この場合､仮に､principalである寄付者がagentで
あるNPOの行動を十分に監視できないならば､そのNPOの供給するサービスの質が低下したり､
供給コストが高くなるような可能性がある｡例えば､民間レベルで海外援助を行なう組織に寄付を
する企業や個人は､その組織の供給するサービスの直接的な消費者ではない｡このように寄付の使
われ方を寄付者が直接監視できない場合については､寄付をしようとする個人や企業は､その相手
として営利企業よりも非営利組織を選ぶと予想される｡その理由については､非分配制約を受ける
非営利組織の方が､利潤を追及する営利組織に比較してprincipalの目を盗んでagentが不当な利
益を得ることが少ない/キ考えられる (少なくとも寄付者はそう期待する)からにほかならない.冒
い換えれば､NPOの方が拠出した寄付金や補助金をprincipalの意向に添って使ってくれる可能性
が高いと考えるのである｡これに関連して､単純なモデルで生産の短期均衡を考えると､固定額の
寄付や補助金を受け入れると､利潤最大化をめざす企業の場合は､生産量を変えないが､サービス
供給量の最大化を目指すNPOの場合には､寄付や補助金が赤字補填として機能するため､サービス
の供給量をその分だけ増やすという違いがあることが確かめられている｡
(2) 情報の非対称性と契約の失敗
ところで､現実にNPOが供給している財･サービスは､ここまでの議論で想定されているような
公共財としての性質を持つようなものだけではなく､むしろどちらかといえば私的財に近いものも
多い｡大学の学部教育､託児所､病院､オーケストラなどがその例である｡そうした財 ･サービス
が､しばしばNPOによって供給されるのはなぜだろうか｡株式会社のような営利組織よりNPOが
勝っているのはどのような点であろうか｡
このような財 ･サービスに共通する特徴は､消費者からみて品質や供給量を評価することが簡単
にはできないという点である｡この場合､売り手は高い価格で粗悪品を買い手に売りつけることが
可能となり､市場メカニズムがうまく機能しなくなる｡このような売り手と買い手の情報の非対称
･lJf:.に起関する市場の失敗の可能性は､Akerlof(1970)が欠陥品市場 (marketforlemons)のモデ
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ルにおいて理論的に示したものである.確かに､自動車､家庭電器製品､パソコン､l')iJ隼 1'"I-ll･J∴
現代の消費社会で取引される多くの工業製品が多かれ少なかれそうした性質を持っていろ"､二の.1こ
うな財の場合には､メーカーにきちんと品質を保証させる､性能や原材料について適切な情.Hu;日,J';
を行なわせる､欠陥に伴う製造物責任を強化するなどの制度的対応がとられれば､営利企業が†桐た
しても大きな問題は起こらないであろう｡
しかしながら､教育､医療､保育､高齢者介護というようなサービスの場合には､このような対
応にも限界がある｡例えば､病院のサービスの質を患者が評価することは､当然のことながら自動
車の品質を評価することよりもはるかに難しいことはいうまでもない｡これは､Hansman(1980､
1987)によって契約の失敗 (contractfailure)と呼ばれたものの一つの例である.このようなサー
ビスでは､同じように有料で供給するにしても､NPOが供給するサービスの方が営利企業が供給す
るものよりも消費者の支持を得られやすい面がある｡その理由については､基本的にはNPOの非分
配制約に起因すると考えられる｡ただし､この面ではNPOの有利性は絶対的なものではない｡託児
所や語学学校の場合には､営利企業でも消費者に品質を保証し､彼らの信頼を得るような企業努力
によりこの間題を克服することは十分可能である｡それゆえ､現実にはNPOと営利企業が同じ市場
で競争している場合が少なくない｡
(3) NPOの問題点
ここでは､NPOは､市場経済システムにおいて､市場の失敗と政府の失敗をともに克服しうる経
済主体として描かれてきた｡その際､NPOの非分配制約が韮安な役割を演じていることは､これま
で説明してきたとおりである｡しかしながら､この非分配制約は､いわば ｢諸刃の剣｣の側面を持
つ｡NPOといえども､組織の運営を誤れば､政府や大企業と同じような官僚主義の弊害と無縁では
ない｡また､費用最小化のインセンティブが乏しいために､非効率な運菅に陥る可能性もある (こ
のような非効率は資源配分上の非効率と区分してⅩ非効率と呼ばれることがある)｡このようなリ
スクは､少なくとも競争的な営利組織以上に大きいとみるべきだろう0
一方､理論上のレベルでは非分配制約は守られるという前提で議論を展開したが､現実の世界で
はこれは常に正しいというわけではない｡非営利組織の事務局長や専務理事などが､例えば､世間
相場よりも高い賃金やフリンジ･ベネフィット (fringebenefit)により実質的な利潤分配を受ける
ことは十分ありうることである｡こうした隠れた利潤分配が大規模に行なわれるならば､NPOに対
する社会的信頼感は大きく揺らぎかねない｡
このようなNPOの陥りやすいさまざまなリスクを防止するためには､その活動内容に関して徹
底したディスクロージャー (disclosure)を進めることが韮要である｡一般市民による日常的な監視
による規律 (discipline)を確立するのであるoさらに､NPO相互fHL あるいはNPOと公的企業や
営利企業との間での公正な就争を通じて､市場からの規律が与えられなければならない｡そのため
には､NPOを視野に入れた産業組織政策の枠組みを新たに構築する必要がある｡
6新しいサービスの提供主体としてのNPO(民間非営利団体)
1 NPOの定義と特徴
｢NPO｣とは､｢NonPro丘tOrganization｣の略で､直訳すれば ｢民間非営利組織｣を意味する｡
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この ｢非営利組織｣とは､本来､｢営利組織｣に対応した概念である｡したがって､(1)一般的には､
公益的な活動を主たる目的とするボランティア団体などの民間公益団体 (狭義のNPO)だけを指し
ていうが､そのような団体にとどまらず､(2)同窓会や一定の会員を対象としたクラブなどの非公益
的な非営利組織もその範囲にはいる概念 (広義のNPO)であるといわれている｡
このように､NPOとは､民間非営利組織を意味しているが､NPOの活動範囲の状況により､｢狭
義のNPO｣と ｢広義のNPO｣とに分けることができる｡基本的に､この両者の相違について認識
しておく必要がある17)0
｢広義のNPO｣とは､その役員や構成員に対する金銭的利益をもたらすことを目的をしない｢非
配当の原則｣を基本としているが､｢特定非営利活動促進法｣において議論されてきたNPOについ
ては､この基本的な要件に加えて､さらに公益性の要件を課していることから､｢狭義の･NPO｣と
位置づけられる｡
一万､JohnsHopkins大学のSalamon教授によれば､NPOの特徴については､次のような固有
を特徴を持つ組織の集合体であると､定義づけられている18)0
(む 公式に設立されたもの (フォーマルな組織性 :formal)
(参 民間 (非政府機関という意味 :private)
③ 非営利性 (利益配分を行わない :non-profit-distributing)
④ 自主管理 (独立の意思決定 :self-governing)
⑤ 自発性 (有志によるもの :voluntary)
⑥ 公益性 (公益のためのもの :public)
2 特定非営利活動法人
｢特定非営利活動法人｣とは､｢特定非営利活動促進法で定義された､特定非営利活動を行う法人｣
である｡つまり､特定非営利活動を行うことを主たる目的として､この法律のもと設立された法人
で､狭義のNPOの中のさらに下位概念として位置づけられる｡
なお､衆議院で通過した ｢市民活動促進法案｣で用いられていた ｢市民活動｣という用語は､参
議院において｢特定非営利活動｣と修正された結果､｢市民活動法人｣という用語は採用されず､｢特
定非営利活動法人｣となったことは､周知のとおりである｡
このNPOの諸概念の構成について､(1)他益性と共益性の観点､また(2)規模の大小の観点より､
(彰広義のNPO､②狭義のNPO､③特定非営利活動法人の位置づけについて図示したものが図表9
である19)0
また､NPOの活動における概念について､自治会･町内会活動において一般にみられる自治会活
動とNPO活動との比較の観点より､代表的な活動例として示したものが図表10である20)｡ここで
は､特に断りをしない場合を除き､基本的には､NPO法人､市民活動団体の人格なき社団という狭
義の意味におけるNPOの概念に限定して用いることとする｡
㌔
3 NPO(非営利セクター)とフィランソロピーの相違
さらに､レスター･サラモン教授は､両者は類似した概念ではあるがしばしば混同されている｢非
営利セクター｣(NPO)と｢フィランソロピー｣の概念について､この基本的な相違について次のよ
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図表9 NPOをめぐる諸概念の構成
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(出所) 山岡義典 ｢NPOの意義と現状｣rNPO基礎溝助 (ぎょうせい 平成9年)より作成
(出所) 参議院常任委員全調査三 ･特別調査室編 『立法と調査』(別冊)平成12年3月
うに言及している21)0
非営利セクターとフィランソロピーという二つの言葉は､しばしば同義語として用いられること
が多いが､基本的には異なるものである｡つまり､この概念は､一方が他方の一部の概念であると､
その相違について次のように指摘している｡
｢非営利セクター｣とは､民間の法人組織でありながら､保健､教育､科学の進歩､社会福祉､
多元的な価値観を促進するという公共の目的を追求する機関の集合を意味する概念である｡したが
って､非営利セクターには､何千ものデイケアセンター､私立病院､大学､研究所､地域開発機関､
里子養育施設､社会福祉機関､雇用促進 ･訓練センター､博物館 ･美術館､アー トギャラリー ､交
響楽団､動物園､事業 ･職業組合､アドボカシー団体､その他の多くの斯似機関が含まれる｡
それに対して､｢フィランソロピー｣とは､時間や貴重品 (現金､有価証券､財産)を公共の目的
のために寄贈するという概念である｡したがって､フィランソロピーあるいは慈善的寄贈とは､民
間非営利団体が収入を得る一つの方法である｡非営利団体の中には､慈善的寄付を募ることを伝統
的にその主要な目的としてところもあるが､こういう組織だけが非営利団体ということわけではな
い｡また､民間による慈善的寄付が非営利団体の収入の唯一の源でもない､と両者の相違を明確に
述べている｡
他方､わが国では､企業のフィランソロピーの一つの形態として､同様に慈善的寄付などを原資
として､民法に基づいて設立されてい公益法人である ｢助成財団｣がある｡この ｢助成財団｣とは､
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図表10-自治会 ･町内会とNPO一活動内容
自治会 .町内会 NPO
全住民に共通の課題 を解決 してい く活動 独 自のサービス提供機能
交通安全､防犯､防災､非常時対策､ 交通安全活動､地域の犯罪予防､
ごみ処理､廃品回収､害虫駆除､緑化 災害の防止､救援リサイクル .自然環境保護
各自.の生活を充実 してい く活動 教育 .文化 .スポーツ文化活動､スポーツ活動､健康づ くり､
介護､助け合い 高齢者 .障害者 .児童福祉
地域 コミュニティ -まちづ くり.村づ くり
祭礼 .盆おどり､運動会､バス旅行､√､ノ会報の発行､施設の管理 -
行政補完､参加､要望 ア ドギクシー機能
(出所) 松下啓一 『自治体 NPO政策』ぎょうせい､平成 10年 11月
一般に､民間企業や篤志家 (財産の遺贈なども含め)などから慈善的に寄付された財産やその財産
からの果実 (基本財産などからの利息収入)などを基本的な財源 として､非営利団体や個人などに
対 し､｢研究奨励金｣ ｢活動支援助成｣ ｢奨学金｣等を給付･交付 している財団法人を指 していう｡こ
のうち､企業や企業の創業者･オーナーなどが中心 となって設立された財団は､｢企業財団｣ と呼ば
れている｡また､これらの助成活動を目的に設立された団体の集合団体 として､｢財団法人助成財団｣
が設立されている｡
4 NPOとボランティア団体 との相違
一般的には､｢ボランティア活動｣は､公益的なNPO活動の重要な部分であるとして位置づけら
れているが､そのすべてではない｡ボランティア活動 とは､一般に､① 自発性 (自立性)､(卦無償性
(非営利性)､③公共性 (公益性)､④先駆性 (社会開発性)を理念 としているのに対 して､NPOの
活動の中には会月利の介護サービスなど､有償の活動 もありえるからにはかならない22)0
また､専任スタッフの活動についても､NPOは､一つの組織の指揮･命令のもとに､一定の職業
活動を行 うという意味では､基本的に､ボランティア活動 とは異なることは改めていうまでもない
ことである｡
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5 NPOとNGOとの相違
｢NGO｣という言葉は､｢NonGovernmentalOrganization｣の略で､一般に､｢非政府組織｣
と訳されている｡国連の経済社会理事会では､正式な政府機関ではなくても､一定の活動を行って
いる民間団体に対してオブザーバー参加や発言の機会を保障してきたという経緯から､各種の国際
会議において正式を政府機構 ･組織とは区別される民間団体を指す言葉として用いられるようにな
らたわけである｡わが国では､NPOの中でも､特に海外民間援助団体をNGOと呼ぶことが多い｡
6 わが国の法人制度の概要と法人 ･市民団体の位置づけ
わが国における法人制度については､民法33条により､｢法人設立は法律の規定による｣とされ､
｢法人設立の法定主義｣が定められている｡この法律による規定は､次のように区別される｡
(1) 民法第34条に基づき設立される ｢公益法人｣(社団法人､財団法人)がある｡
(2) 民法第35条に基づき設立される ｢営利法人｣(株式会社､有限会社)がある｡
(3) 個別特別法に基づき設立される法人で､｢宗教法人｣｢学校法人｣｢社会福祉法人｣｢医療法人｣
等がある｡
(4) 個別特別法に基づき設立される法人で､｢生活協同組合｣｢同業種組合｣｢労働組合｣等があ
るが､これらの法人は ｢中間法人｣と呼ばれることもある｡
(5) その他の各種団体として､｢市民活動団体などの人格なき社団｣と呼ばれる､｢ボランティア
図表11 我が国の法人制度
(1) 民法上の法人の規定
民法第33条 (法人の成立に関する原則)
-法人は､民法その他の法律により設立
民法第34条 (公益法人の設立)
-宗教､慈善､学術等公益に関
する非営利目的の社団 ･財団
は､主務官庁の許可により設
立 '
民法第35条 (営利法人)
･･営利目的の社団は､商法､有
限会社法により設立
(非営利法人一般に関する民法の規定は
在しない)
(出所)国民生活審議会資料
(出所) 前掲書 『立法 と調査』
(2) 法人制度の分類
公 益
T
l示衰衰igiiil
Jt-ら-一一 l 7 -I ･非営利
民法第35条商法.有限会社法 民法第34粂･社団法人財特別 による法人卜駅非営利活動I会福祉法人
による法人 ･学校法人医療 等
呂利一 ･株式会社 特別法による法人
･有限会社 ･協同組合
･合名会社資 ･労働組合 等
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図表12 法人の根拠法による分類
･ 民法第34条にもとづ く公益法人 工 芸冨芸文
2 特別法にもとづ く民法第34条以外の広義の公益法人および非
営利法人
学校法人 (私立学校法)
社会福祉法人 (社会福祉事業法)
(宗教法人法)
その他特殊法人 (国民生活センター､日本育英会等)
(労働組合法)
商工組合 (中小企業団体の組織に関する法律)
特定非営利活動法人 (特定非営利活動促進法)
その他
i ;
3 営利社団法人
式会社
限会社
｣その他
(出所) 堀田力･雨宮孝子編 『NPO法コメンター ル』日本評論社､平成10年12月
グループ｣ ｢町内会等の地縁組織｣ ｢趣味のサークル｣等がある｡
ちなみに､わが国の法人制度について､(1)公益性と非公益性の観点および(2)営利性と非営利性
の二つの観点より､各法人の位置づけについて法人の分類を図示したものが図表 11である23)｡また､
わが国の法人制度について､法人の根拠法による法人の分類について図示したものが図表 12であ
る24)0
一方､(1)公共 ･公益性と営利性の観点と(2)財団性と組合性の二つの観点より､次のように､①
公共法人や特殊法人等､②民法による公益法人や個別法による法人､③人格のない社団等､④普通
法人､⑤協同組合等の各法人の位置づけ､⑥利益団体･NGO･NPO等について､それらの法人等の
存在領域の位置づけを全体像として概祝し､｢日本の市民社会の団体｣と法人の位置づけを図示した
もの図表 13である25)0
7 非営利セクターの国際比較
1 アメリカにおける非営利セクター
NPOとは､元来､アメリカの歴史､文化の中で育った法人制度である｡現在､アメリカには､非
営利セクターと呼ばれる組織は､(1)主に｢会月に奉仕する｣組織として､社交クラブ､事業組合(例､
商工会議所等)､労働組合､同業者組合 (例､法曹協会等)､協同組合などの組織で､約 40万法人､
(2)主に｢公共に奉仕する｣性格を持つ組織として､社会全般に奉仕するために存在するもので､教
会､教育の提供等のサービス提供機関､政治活動機関､資金供給の仲介機関などの組織で､約 75万
法人､合計約 115万に達する団体が存在する､と推定されている26)0
図表13 日本の市民社会の団体地図
公益信託(433)●認可特定 ■ ロ は法人の概念 L._"_.桓 制上の概念 ( ,-は団-
公益信託 I●
一 利益団体.NGO.民間非営利団体 (NPO)の存在領域
特殊 ●等■ 匝 校法人(16,155)f l財団法人(13,4可 l医療法人
社団法人(12,451)I 匝 療法人
匝 会福祉法人(ー3両 l.特定公益増進法人 l任意団体 [事蒜 なし](43,000' l 社団
任意 秩(1,式会社_ー23.034)
宗教法人(183,894)匝働組合(70,699)‖商工組合l公益法人等 エ会議所(510)l 匝 エ会(2.82) 地撮団体(293,227)
認可 蛸 団体(8,691)I 育(1.限会社2ー9.,215)
管理組合法人 l
公共法人 合名 会社(5.724)
● ●■ ■ 合資 会社(26,485)
政党 ■ rコ ′ ′ E) 辰 口 一 一 他･政治団体(72.796) : ●I
●■一 巨 小企業事業協同組合(8,644)日 信用組合 l 地 主● 組合
(出所) 辻中豊 ｢成熟型市民社会とNPO･NGO･市民活動団体｣｢NIRA政策研究1998.VOLllNO.9｣17頁
(出所) 前掲書 『立法と調査』
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2 非営利セクターの国際比較の困難性
一国の経済活動をマクロ的に捉える統計としては､国民経済計算 (SNA･.SystemofNational
Accounts)がある｡この統計においては､NPOは民間非営利団体 (NPI:NonPro鮎Institutions)
という名称で表されており､このNPIは､生産するサービスが家計か企業かにより､対家計非営利
団体と対企業非営利団体に分けられる｡
NPIの産出額は､一般に､販売額で生産コストをカバーすることができないので市場価格では評
価できないが､生産コストとして､中間投入である物件費､雇用者所得､固定資本減耗､間接税の
観点などより捉えることができるので､粗付加価値や純付加価値については算定できる｡しかしな
がら､各国の国民経済計算の統計上では民間非営利団体を必ずしも正確に把握しているわけではな
いため､各国の非営利セクターを正確に比較考量することは困難を極める27)0
3 非営利セクターの国際比較における定義
このような困難な状況の中で､JohnsHopkins大学のSalamon教授のプロジェクトチームを中
心に民間非営利セクターの国際比較研究が行われ､その研究調査d)成果が発表されたが､その中で､
NPOの概念については､次の5つの特徴に加え､さらに2つの制約要因をつけ加えた組織として､
定義されている28)｡ ′､.＼
(1) 正式に組織されている言と:その場限りの一時的な人々の集合体ではなくて､ある程度の組
織の永続性を有していること｡
(2) 民間であること:政府機構の一部や政府の役人に支配されない､民間組織で､組織的に政府
から離れていること｡政府から支援を受けることは構わない｡
(3) 利益を配分しないこと:組織の活動の結果生まれた利益をその組織の理自答に還元したり､
配分しないこと｡
(4) 自己統治 :外部の組織にコントロールされない､自己統治をする能力があること0
(5) 自発的であること:組織活動の実行や業務管理において自発的な参加があること｡その組級
のスタッフがボランティアである必要はない｡
(6) 非宗教的であること:宗教にかかわる非営利のサービスの提供組織は､本プロジェクトに含
まれるが､宗派団体や協会は含まない｡
(7) 非政治的であること:政府の政策を推進 ･支持したり､変更しようというア ドボカシー
(advocacy)活動にかかわる組織は､本プロジェクトに含まれるが､政党や個人の選挙後援会
的な組織は含まない｡
4 非営利セクターの国際比較統計
Salamon教授の国際比較研究において公表された統計数倍は､図表14に示すとおりである29)｡こ
の統計によれば､次のようないくつかの興味深い点が明らかになった30)0
フルタイム労働者に換算した非営利セクターの7ヶ国の雇用者の合計は､1,179万人である｡また､
経常支出は7ヶ国合計で6,000億 ドルを超え､GDPの4.65%に相当する｡ちなみに､わが国の非営
利セクターの経済状況をみると､(1)仝雇用に占める非営利セクターの割合は､1位のアメリカの
6.8%､雇用者数700万人に比べ､2.5%と低い数値ではあるが､雇用者数は140万人と2位の規模で
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図表 14 非営利セクタ二の国際比較 (1990年)
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日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス イタリアハンガリー 全 体
雇用者数 (フルタイム換算､1000人) 1,440 7,131 946 1,018 803 416 33
総雇用者数に占める比率 (%) 2.5 6.9 4.0 3.7 4.2 1.8 0.8
??? ??????
? ? ?
?
?
経常支出金額 (10億 ドル) 95.1 346.4 47.0 53.9 39.9 21.8
経常支出のGDP比 (%) -3.2 6.3 4.8 3.6 3.3 2.0
??????
?
?
?
?
?
?
経常支出の分野別構成 (%)
文化芸術娯楽
教育研究
健康医療
社会サービス
環境保護
コミュニティ開発 ･住宅 ･雇用
市民運動
フィランソロピー (助成財団など)
国際的活動
業界団体 ･労働組合等
その他
?????
?
?????
? ?????????? ?
???
?????????
?
???
? ?
??
?
?
?????????
????
??
?
???
?
??????
?
??
?
?
? ????
?
????????
??????
?
???
?????????
収入源の構成 (%)
政府補助
民間寄付
事業 ･会費収入
????????????????????????????????
?
??? ??????
注 :全体欄のa)は合計値､b)は加重平均値､それ以外は単純平均値である｡
データ:SalamonandAnheier(1996)
(出所) LesterM.SalamonandHelmutK.Anheier『THEEMERGINGSECTOR』
今田忠監訳 『台頭する非営利セクター』ダイヤモンド社､平成8年 10月
ある｡また､日本の非営利セクターの雇用者数は､日立製作所 (27万4千人)の5倍以上の雇用者
に相当する｡
一方､非営利セクターの事業支出額をみると､各国に比べ､教育研究分野-の支出が高いことが
特徴的である｡これは､高等教育金機関等における私立大学-の依存率を表したいることによるも
ので､大学生の 75%が非営利の大学に通学している｡次いで､保健･医療分野が高いが､入院日の
40%が非営利の病院で費やされていることによる｡なお､文化 ･レクリェ-ション分野の支出は､
各国と比べ､低い割合 となっている｡
5 主要各国におけるNPOの法人制度の概要とわが国との比較
日本､アメリカ､イギリス､フランス､ドイツの主要各国におけるNPO法人の制度について､(1)
NPOの法的主体 と準拠法､(2)設立主義､(3)団体数､(4)団体の義務･監督､(5)情報公開の観点よ
り比較したものが図表 15である31)0
一方､わが国のNPOにおいては､一言でいえばNPOの法人化を行政による事前規制によるもの
とされ､新規団体の参入を抑制する一方で一度公益法人として許可されると､収益事業についても
図表15 各国のNPO法人制度の比較
義
NPO法人 非営利公益法人 登録チャリティ 届出非営利社団 公益社団 登録社団 財団
益法人(財団､社団) く､各州の一般法人法 ヤリティ法を準拠法とする登 益社団､届出を行わない社団がある 法と財団法(州法)による財団､有限会社､
･NPO法 に よ る の中に非営利法人を規 録チャリティ(会社法による ･1987年法による公益財団と､それらの 株式会社などがあるo
NPO法人 走している州が多いo 法人､勅許状による法人､信 1種として承認社団､公認社団､企業財団 ･又､法人格がない未登録社団､信託(いず
･その他特別法(社 ･カリフオールニア州等 託､人格なき社団等)になれ がある れも法人格無し)などがある
会福祉法人､学校法 のように非営利法人法 る ･その他相互友愛組合､協同組合､同業組
人等)による法人･信託法第66条による公益信託 を別に定めている州もある ･登録不要の免除チャリティもある 合などがある
ヽ 認証 準則主義 認可主義に近い 準則主義 認可主義 準則主義に近い(登録主義) 認可主義(実態は準則主義に近い)
垂 /. 1,317法人 ･非営利公益法人 ･全国で18.8万団体(98年 ･全国で70万団体 全 国で2,000団体 ･全国で100万団体 ･全国で8,000団体(平12.1.21) 62,800莱) (一説では100万) (98年) うち免税適格団体 ･年間設立数300団
･非営利共益法人 ･年間新規設立数9,000､年 ･年間新規設立数 約45万団体) 体 (98年)
46,000･非営利宗教法人27,000(98.ll)問登録抹消数7,000(97年度)62,646(97年) ･年間新規設立数1万団体､年間登録抹消数2,000団体
･年1回､事業報告 ･年間収入25,000ド ･年次報告書､会計報告書､ ･.社団に対する最小 ･県庁 .郡庁に対す ･監督官庁への会計 ･会計年度の終わり
書､貸借対照表､収 ル以上の団体は､年1年次説明書をチャリティ委員 限d)監督 る年1回の会計報告 報告 .年次報告等の に会計報告を管区行
支計算書等を所轄庁 回､財務報告書を司法 会に提出 . ･監督窓口への年次 の提出と不動産売買 義務なし 政庁へ提出 .
に提出 (総理府令又 長官室慈善信託課に提 ･同委員会は帳簿や記録簿の 報告書 .会計報告書 時 .遺贈を受けた際 ･ただし､社月3人 ･財団の財が消失し
は都道府県条例) 出 閲覧､監査が出来､また収入 の提出義務はない の届出が義務付けら を欠いた場合の法人 ないよう課税庁が監
･｢相当な理由｣が ･同課による報告内容 の多い4万団体に対するモニ れている 格取消､公益を害し 督
ある場合､所轄庁に のチェック.調査 タリング調査を実施 ･内務省からの理事 た団体の法人格剥 ･特に小規模財団に
よる施設立ち入り検 ･法人には解散 .令 派遣や会計監査院の 奪､ ドイツ基本法に 対する資金運用に際
塞 併､活動目的の変更等にする報告義務 抜き打ち検査 抵触した団体の強制解散がある しての管区行政庁の指導あり
塞 ･上記書類を所轄庁 ･州務 省 法 人課 で ･同委員会で登録チャリティ ･設立時に､名称､ ･法人格取得を官報 ･地区裁判所の登録 ･財団法により極力に提出するとともに ｢ArticlesofⅠncorpo-の登録データベースを公開 所在地､設立年月日､掲載 簿の一部閲覧可能 情報非公開が定めら
事務所に備え置き利 ration｣等の保存.公開 ･一部情報はインターネット 目的等が官報に掲載 ･監督官庁は照会に ･設立時に官報掲載 れている
害関係人に公開 ･司法長官室慈善信託 で接続可 ･監督官庁は一般市 情報提供義務 されるが､一般市民 ･財団関係者のみ管
･所轄庁においても 課において年次財務報 民の照会に資料等の ･一般市民は定款の は見ない 区行政庁に登録日､
(出所) 平成 10年度経済企画庁委託調査 ｢海外におけるNPOの法人制度 ･租税制度 と運用実態調査｣(㈱住信基礎研究所 平成 11年 3月)より作成
(出所) 前掲書 『立法 と調査』
?? ?
? ?
?? ?
??? ???????? ? ?? ??????
? ? ?
?????
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軽減税率が適用されるというのが特定非営利活動促進法の制定前のわが国の公益法人制度であっ
た｡その意味では､寄付金控除制度の適用に関しては､市民団体にとっては極めて狭き門であると
いうことができる｡いわば､現在問題となっている行政による市場参入規制と同じ構造がここにも
みられるわけである｡
それに対して､欧米の制度は多様やある｡一般的に､法人格を取得する場合には容易に法人格が
取得できるかわりに､優遇税制の適用を受けるためには､法人格取得とは別個の ｢公益性｣等の法
律上の要件に適合するかどうかの審査を必要とするという点が､基本的な相違点としてあげられる｡
8 わが国で ｢NPO法案｣が浮上してきた社会経済的な背景
1 民間非営利の第3セクターの役割
阪神 ･淡路大震災､住専問題､相次ぐ官僚や大企業の不祥事など､近年､日本の社会システムの
機能不全が目立つ出来事が続いていきた｡高度成長期には､効率的ともてはやされた政界､官界､
財界の ｢鉄のトライアングル｣と呼ばれる日本型社会構造が､今や社会の閉韮感を生み出す原因と
なっていると意識され始めたわけである｡
NPOをめぐる議論の高まりは､本来､このような旧来の社会システムの中では麓祝されてこなか
った民間非営利の市民セクターを､政治経済の主要な担い手として位吊づけ､権力機構としての政
府部門 (節1セクター)､企業による民間甘利部門 (節2セクター)と対抗しうる節3セクター (臥
米諸国における概念で､一般にわが国で用いられている鋸台体と民間企業の共同出資によって設立
された事業法人である行政出資の外郭団体とは全く異なる)として､育成していこうとする社会ビ
ジョンがその背景にある｡
欧米社会では､市民による非営利活動は､環境や人権など多様な分野で各国政府や国際的な政策
形成および世論形成に重大な影響を与える力を有しているだけでなく､福祉など誼要な社会サービ
スや雇用の担い手であり､さらには行政や営利企業が手をつけない新しい分野の産業を生み出す丁打
床としても機能していることは､わが国の社会経済構造とは大きく異なるものとして注目されてい
る｡
2 行財政改革を含む社会システムの変革
NPOの発展を制度的に図ることは､本来的には､主権者としての市民の政治的発言力の強化､社
会における有益な財サービスの供給主体としての市民団体の社会的経済的基盤の強化を図ることに
つながるわけである.その反面､その活動領域については､行政部門から民間非営利部門への思い
きったサービスの移転 (規制緩和と行政改革)を伴うものとして位置づけられる｡一般の民Hm 民
団体に対する法人格の付与は､市民活動の基盤整備の第一歩として位置づけられるもので､順次､
税制上の優遇措置や民間非営利部門に大きな資金が流れる社会システムづ くり-と発展させていく
必要がある｡｢税金として納めるよりも､自分が支持する団体の公益活動を支援するために自分のお
金を使いたい､またそれらの団体にお金を使ってもらいたい｣というようにその選択肢が広がるこ
とになれば､納税者の意識は根本的に変わると同時に､政府の財政支出にも多大な影響を与え､そ
の結果として国および自治体の歳出抑制にもつながる｡その意味では､NPOをめぐる法制度は国や
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自治体の行財政の構造的改革につながるインパクトを秘めているといえる｡
しかしながら､このような社会ビジョンは､全政党や官僚に同じように共有されているというわ
けではない｡それだけにさまざまな抵抗や思惑によって､NPOをめぐる法制度が本来の目的とは異
なる事実上の市民活動規制法となるような懸念や高度化社会を見越した安上がりの行政の下請け団
体として認可する法律になるというような危険性が内在していることは否定できない｡また､税制
上の優遇措置等の配慮を欠いたままの中途半端な制度に終わるという懸念もあることから､財政基
盤の確立に悩むNPOにとっては当初の予定通りには運営が円滑にはいかないというように全 くの
期待外れの制度になるような可能性も否定できない｡
このように特定非営利活動促進法は､新たな市民社会の構築の手段としては必ずしも十分とはい
えない面が多々あるが､日本の市民活動の基盤強化のためのあくまで第一歩として位置づけながら
今後の改善に向けて尽力する必要がある｡
3 国会におけるNPO法案の審議経過
阪神大震災当時､政府や自治体の危機管理体制が十分に機能しない中で､これを補完すべ く､様々
な草の根団体がいち早 くボランティアを組織し､被災者の救援､都市の復興に大きな力を発揮し､
大きな注目を集めた｡ボランティア活動への参加者は､1日6万人､延べ 130万人に達し､国内外か
ら寄せられた義指金は1,720億円を超えた｡
このような経緯を踏まえ､平成9年の第140回国会 (常会)では､同3月14日に共産党が ｢非営
利団体に対する法人格の付与等に関する法律案｣を提出する一万､5月22日には､与党三党と民主
党が､｢市民活動促進法案｣の共同修正で合意し､5月28日から衆議院内閣委員会で､上記3法案が
審議されることになったわけである32)｡また､6月2日､3日には東京と大阪で公聴会が開催され､
委員会採決を経て､6月6日､衆議院本会議で｢市民活動促進法案｣が賛成多数で修正議決されたが､
同18日に閉会となったため､参議院での十分な審議時間が確保できず､同法案は継続審議となった｡
翌平成 10年の第142回国会 (常会)では､参議院労働･社会政策委員会で3法案の審議が行われ､
質疑における修正要求､参考人の意見､関係団体の要望等を踏まえ､全会派による修正協議が行わ
れた結果､｢市民活動促進法案｣という名称を｢特定非営利活動促進法案｣に変更するほか9項目に
ついて修正がなされた｡同年3月3日､同委員会は同法案を可決し､翌4日には参議院本会議で同
法案は全会一致により可決･成立し､衆議院送付の後､同19日に衆議院本会議において全会一致で
可決･成立したのである｡また､｢非営利法人特例法案｣及び ｢市民公益活動法人法案｣は審査未了
となった｡したがって､｢特定非営利活動促進法｣は､平成 10年法律第7号として公布され､同年
12月1日に施行された｡このような国会の審議の過程を図示したものが図表 16である33)0
4 ｢特定非営利活動促進法｣と ｢民法｣との関係性
NPOの法人化問題については､民法第34条をはじめとする､民法の各規定との関わりをどのよ
うに考えるのかが大きな問題となる｡NPOと民法に基づいて設立される各法人との関係性につい
ては､次のような観点より種々議論された34)0
(1) 民法上の法人化の扱い
民法第33条は､法人設立の法定主義を定めている｡また､民法34条は公益法人の許可主義を定
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図表16NPO法をめぐる国会審議過程
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虎盛盛衰轍を轟音缶触
瀬草等経中手拳連年貴く満準発信
国会提出 (7.ll.7) 本会談趣旨税明 (7.12.8)
継続審査 (第 137回国会まで)
康治載亘 l一国会提出(8.12.29)国会提出(8.12.16)
継続審査 継続審査
- 国会提出(9.3.14)-1 亘 亘 :亘]否 決決(9.6.5) 否 決(9.6.5)
-
- t:垂:章二可可 決 杏
黒穣 鼻糞 染筆革う.滞 : :.アジア医師連絡協議会ロジスティックス垂員長 鎌田裕十朗
:意 :.大阪文化団体連合会参与 三好 康夫
･--1堅 空軍到全会一致A :a ::議 ニチイサボ- トセンター神戸代表 芸冨 冨孟
:者 :.社会福祉法人大阪ボランティア協会理事.事務局長 早瀬 昇
l I.財団法人たんばばの家常務理事 村上 良雄
コⅠ継続審査 : :.財団法人日本国際交流センター理事長 山本 正
-.公 :.芸術文化振興連絡会規事務局長 高比良正司
l l耳 :雷昌雷雲芸完去る制度をつ くる金串那 長 芸荒 芸
;人 :.D.P.[(障害者インターナショナル)日本会議訊長 中西 正司
株式会社電通総研研究主幹 伊藤 裕夫
↓
庵 継続審査 国会提出(9.12.5) 国会提出(9.10.13)継続審査 継続春査
l l
∩ - ∫
塞 -1 :垂 互 司全会一致 未
: :.日本 NPOセンター常務理事 .事務局長 山岡 耗典
-1 垂車重 司全会一致 :参:.弁護士 福島 瑞穂耳 :芸冨蓋1f琵雷警 芸誓紙長 芸芸佼歪望l l
本会謙10.3.4 :人 :.日本民衆交流センター代表 秋尾 晃正
: :.株式会社電通総研研究主幹 伊藤 裕夫
本会訊 10.3.19
一一一t車 重垂 ]全会一致
≒.テ≡;(拳親臨に.おける成毛件正に.よ.…争)て∴_.二法律交付 10.3.25(法律第7号)
(近)新進党は､上記法律案と同時に､税制上の優遇措置を盛り込んだ｢法人税法等の一部を改正する法律
案｣を国会提出した｡
(出所) 前掲替 『立法と調査』
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めている｡また対照的に､民法第35条は､営利法人の準則主義を規定している｡
一方､公益法人でも営利法人でもない中間法人 (労働組合､消費生活協同組合､農協など)につ
いては､民法第33条を介して特別法でのみ設立が可能となっている0
ちなみに､民法の第33条には､[法人の設立]について､｢法人-本法其他ノ法律ノ規定二依ルニ
非サレバ成立スルコトヲ得ス｣とある｡また､第34条には､[公益法人の設立]について､｢祭能､
宗教､慈善､学術､技芸其他公益二関スル社団叉-財団ニシテ営利ヲ目的トセサルモノ-主務官庁
ノ許可ヲ得テ之ヲ法人卜為スコトヲ得｣とある｡さらに､第43条には､[法人の権利能力]につい
て､｢法人-法令ノ規定二従ヒ定款又-寄付行為二因リテ定マリタル目的ノ範囲内二於テ権利ヲ有シ
義務ヲ負フ｣と規定されている｡
(2) 民法第34条の特別法としての特定非営利活動促進法
新法によって新しく認められる法人をその性質上 ｢市民活動｣(最終的には ｢特定非営利活動｣と
いう限定的な表現に改められました)という一種の ｢公益活動｣を目的とする ｢公益法人｣の一形
態だとすると､民法第34条が一般法となり､本来主務官庁の許可の対象ということになる｡その例
外を認めて､認証手続で簡易に設立ができるようにする新法は､一般法である民法第34条の特別法
として位置づけられることになる｡
他方､新法の対象を民間非営利団体一般として､民法第34条の公益活動に限定しないこととすれ
ば､｢公益性｣があるかないかで市民団体が法人化できるかどうかを区別しなくてよいわけであるこ
とから､より多様な市民活動を対象とする法律となるわけである (共産党の非営利法人法はこのよ
うな考え方によっていた)0
しかしながら､これに対しては､非営利活動には公益活動もその一部として含むことから､民法
に対して､むしろ非営利法人という､より広い概念を定める新法こそが一般法という位置をしめる
ことになり､特別法が一般法である民法を越えてしまうという矛盾をきたすという法理論上の批判
があった｡さらに､現実にも民法第34条を土台として成立している ｢宗教法人法｣ ｢私立学校法｣
の特別法全般の見直しや調整が必要になり､立法に多大な時間がかかるとして､この方法は現実的
でないという意見が主流であった｡そこで結局､新法では､民法第34条の特別法として公益性を要
件として､市民団体に法人化を認めるという手法が取られたわけである｡
(3) 民法第34条公益法人との区別
民法34条の対象である公益法人一般の中から､新法の対象となる法人を区別し､抽出するための
要件が必要である｡つまり､民法第34条による公益法人制度はそのまま残っているので､民法第34
条による公益法人と､新法によって法人化した新法人との間に､何らかの要件の違いを設けておけ
なければならないのである｡このように特定非営利活動法人と公益法人の両者における相違につい
て､主な要件を比較したものが図表17である35)｡この点に関しては､新法のもとの法人を民法34条
の公益法人とは異なる地域基盤型の法人とする新進党案も議論されたが､広域活動を行うNPOも
多く､幅広い支持を受けるには至らなかった｡そこで､｢公益活動｣のうち ｢市民活動｣(特に特定
非営利活動と変更)という領域を定義して､｢市民活動法人｣(後に ｢特定非営利活動法人｣ と改称
された)の ｢公益性｣要件を限定することとなったのである｡
Lやゝ しながら､12項目と限定することについては一定の類型の市民活動が抜け落ちる可能性があ
ることから､根本的には民法第34条を改正して､非営利法人の規定を公益法人の前段に入れるべき
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表17 特定非営利活動法人と公益法人の比較
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-
特定非営利活動促進法 民 法
･特定非営利活動を行 うことを主たる目的 とするo ･祭薪巳､宗教､慈善､学術､技
｢特定非営利活動｣の定義 芸その他公益に関する社団又
〔:軍学誓言S,25m諾 abhnWX温 増進に寄与する) は財団･営利を目的 としない(規定なし)
･営利を目的 としない
･次のいずれにも該当する団体
イ 社員の資格の得喪に関 して､不当な条件を付 き
ない
ロ 報酬を受ける役員が､役員総数の 3分の 1以下
･その行 う活動が次のいずれにも該当する団体
イ 宗教活動を主たる目的 としない
ロ 政治上の主義の推進 .支持 .反対を主たる目的
としない
- 特定の候補者等又は政党の推薦 .支持 .反対を
目的 としない
･巾請に係る法人が暴力団又は暴力団若 しくはその構
成員の統制め下にある団体でないこと
･10人以上の社員を有する
誓鱒 書 ･暴対法等の違反-a (規定なし)･役nの一元三の範囲の親族 等
･事務所が所在する都道FT.fLf.7.の知郎 ･=i三秒'l二,.-rユ-.
･二以上の都道I仔県に那覇所を設けるものは結抗企河_lJ庁長官 ･叫業が-の都氾1T.T.LT.T<の区城内に限られるものは都道Tf.T.県知串に委任 (公1.5.法人に係る三i三三坊1二.rT:ユ1の権限 委任 関する政令)
ru -
r-+++-仁.接人 毎責務 ･祉月その他利害関係人に対 し､事業報告書､財産 目 ･事業報告邦､肘17汀は長､17情
- - 1l汀- ･同上
I)刺.‖1において､上記-ti,-難を 股に閲iLさせ る (紘折企両庁長官が所柁する法人については､法人の串三扮所が所右三する都氾Tm:LT.I.においても､条例の定めるところ より上記IT.I:野は 一般 閲臆させ る)
･検査TX'ノゝA を介む)' =luZlliHlJ ､ -A-A}
･設立認証の】取消し ･検炎･lR1-立i作吋の取消し
関係).…≡-;と列挙 二 社会教育の推進を図るテ加的
芸術 スJf-ツの u-W札をい 清附リ
ヽ /ヽ五 環〕亮の保全 を図る活動
六 災害救援活動七 t1 ′十 .I
地域安全活動八 人権の擁護又は平和の推進を図る清i助牧
九 国際協力の活動十 クーijヒ同会画社Aの形 式の促､代え図る'T-g'lJ
)文■ノ､ 望= コ三 ノrJ jJil上土と TL:Jリ十- 子 どもの健全育成を図る活動
十二 前各号に掲げる活動を行 う団体の述菅又は活動
(出所) 経済企画庁資料
(出所) 前掲苦 『立法と調査』
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であるという議論が有力に展開されるようになってきた｡現に､参議院の ｢特定非営利活動促進法
案に対する付帯決議｣の三には､｢民捷第34条の公益法人制度を含め､営利を目的としない法人の
制度については､今後､総合的に検討を加えるものとすること｣と明記されている｡ただし､現実
問題として ｢民法の公益法人規定｣は､前述したように､極めて多くの法律で準用されているので
その内客を変更することは大変な労力と時間がかかることと､税法上の制度とのリンクとの調整も
困難が予想されたことから､現実的な運用論が大勢を占めた形で民法第34条に対する特別法とし
て､しかも ｢特定非営利活動｣という一定の活動領域を定義する形式をとって､特定非営利活動促
進法が制定されたわけである｡
5 NPO法人とその他の法人の基本的な相違
特定非営利活動促進法が制定され発効された後に､公益的活動を目的とする団体を設立する際に
は､次のように､民法上の公益法人､特定非営利活動法人､任意団体(人格なき社団)､株式会社な
どの営利法人などの各法人が考えられる｡これらの各法人の基本的な特徴点は､次のように整理さ
れる36)0
(1) 民法第34条における社団法人と財団法人
特定非営利活動促進法ができても民法第34条の規定は残るわけで､この場合には従来どおりに主
務官庁の許可が必要となる｡公益性の判断についての主務官庁の広い裁量や継続性の要件の具備な
どの審査を通過することは､一般に容易な道でない｡
(2) 特定非営利活動法人
この場合は､所轄官庁の認証で比較的簡易に設立が可能であるが､新法にそった設立手続を踏む
必要がある｡また､設立後には､新法により課せられた様々な義務 (例えば､特定非営利活動促進
法第28条の毎年の事業報告書等の備え置き､法第29条の事業報告書等の所轄庁への提出義務など)
も負うこというまでもない｡
(3) 法人格なき社団
要するに法人格を取らずに任意団体のまま留まることである｡ただし､公式の団体である以上は､
定款などの組織原則と総会や理事会などの意思決定機関の設置とその民主的運営､団体の財産関係
と個人の財産関係の区別などは必要である｡
(4) 営利法人
従来どおりに､株式会社や有限会社などを設立する方法である｡特定非営利活動促進法がない時
代においては､市民団体が簡易に法人化するために取られた､いわば便宜的手法であるといえる｡
現実には､株主に対する利益配分を行わないとしても､定款上は非営利とするわけにはいかず､法
的には会社法の適用を受けるため､失態との間で矛盾をきたしてきた｡また､海外の非営利団体と
の交流など国際舞台において､営利法人という形態ゆえ誤解を受けたり､国際的信用の面で不利益
を被ることもありえる｡収益活動を主体とするわけではない場合には､今後この設立手法を選択す
る必要性は薄いといえる｡
他方､無農薬野菜の販売や環境商品の普及など市民活動から出発しつつも､構成員への利益配分
を前提をした収益活動をメインにする場合には､特定非営利活動法人ではなく営利法人の形態を積
極的に選択すべきであるといえよう｡今後は､特定非営利活動法人の収益事業から出発しながら､
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事業部門を独立の営利法人化 してい く事例 も増加する場合 もあると予想される｡
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9NPO(特定非営利活動法人)の設立要件の概要
1 設立要件のポイン ト
NPOを設立する際の主な設立要件 としては､次のような事項､すなわち､(1)目的要件 (特定非
営利活動)､(2)非営利の要件､ (3)社員資格の要件､ (4)役月の要件､ (5)宗教 ･政治 との関係､(6)
暴力団排除について､(7)社員数の要件などがあげられる37)｡これら特定非営利活動法人の設立要件
のチェックポイン トを整理 したものが図表 18である38)0
図表 18 特定非営利活動法人の設立チェック表
(出所) NPO･ボランティア研究全編 『NPOとボランティアの実務』
新日本法規､平成10年5月
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2 日的要件
特定非営利活動法人となるためには､第1に､特定非営利活動を行うことを主たる目的とする団
体でなければならないことは､改めていう享でもなL.10
まず特定非営利活動とは何かということが問題になるが､法では別表に掲げる次のような12の活
動のいずれかに該当することが必要であるとされる｡この活動の複数にまたがることは差し支えな
いが､｢その他｣という項目がないことから､このいずれにも該当しない場合には法人格が与えられ
ないという意味では､この12項目は例示規定ではなく制限列挙規定となっていることが大きな特徴
点となっている｡ただし､各項目そのものがかなり解釈の幅が広い用語であり(例えば｢社会教育｣
や ｢まちづ くり｣など)､定義規定がないことから､具体的な事案ごとに判断を積み重ねていく必要
がある｡また､主たる目的と明記されているように､一部その他の目的が入っていてもよいことに
なっている｡
また､活動は､｢不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする｣ことが必要で
ある｡法3条 1項にも重ねて特定の個人､法人その他の団体の利益を目的として事業を行ってほな
らないとある｡今後は､不特定多数のためか､特定少数のためかの判断が微妙になるケースもでて
くると予想される｡
3 非営利の要件と社員資格の要件
特定非営利活動法人においては､｢営利を目的としない公益的活動を行う｣ことが必要である｡こ
れは営利活動を行ってはならないということではなく､法人の授与利益を構成月 (役月､社月)に
分配しないということである｡
一方､社員資格の得喪については､不当な条件を付さないことが要求されている｡法 1条にある
とおり､法の目的は ｢市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動｣の促進にある｡し
たがって､法人への加入 ･脱退は市民の自主的な自由意思によって可能であることが必要である｡
まず､ある市民が会月になろうと希望するにもかかわらず､個人に責任のない要件などが要求され､
その参加が拒否されるような場合には不当な条件とみなされる｡性別､信条､宗教､年齢､人種､
国籍､学歴などによる差別がこれに該当する｡例えば､広く福祉向上をうたっている団体が会月資
格を特定の宗教の信者に限定することは不当を条件となる｡ただし､｢社会貢献活動を行う上で必要
と思われる一般的な意味での慈悲や博愛の精神への理解ある者｣といったような条件の付加につい
ては､社会理念上許容されるとされている｡
このように､差別的な不当な条件がどうかについては､活動目的と照らし合わせて判断する必要
がある｡たとえば ｢性犯罪被害者の会｣という会が､女性被害者の安心のためにあえて会月を女性
に限定した場合､これは団体の活動日的との関連では合理的な資格要件であって､これを不当な条
件と見なすことはできないことは当然のことといえる｡また､地域型の団体の場合には､その活動
日的､例えば地域のまちづ くりや安全活動に合わせ､地域居住者 (事業者､勤労者を含む)を会月
資格とすることは許容される｡特定の職業集団の場合､職業資格を要求することが目的との合理性
があれば容認されると考えられる｡
仮に､直接的に特定の集団以外を排除する規定がなくとも､間接的な条件で実際に一般市民を排
除するような場合についても､やはり不当を条件と解釈される｡例えば､不当に高額な会費を徴収
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4 役員の要件と社員数の要件
役員のうち報酬を受ける者の数が､役員総数の3分の1以下であることが必要である｡これは､
特定非営利活動法人を役員報酬を得るために乱用することを防ぐ趣旨である.一般職月の報酬は､
特に規制されていない｡役員としては無報酬で､職員として給与を受ける場合でも､報酬を受ける
役員とはいえないが､脱法的な運用がなされないように注意しなければならない｡なお､役員は理
事3人以上､監事 1人以上が必要である｡また､役月の欠格要件にも注意が必要である｡
一方､社員数については社員が10人以上いることが要求されている｡従前の社団や財団の法人格
取得にあたっては､継続性や永続性の要件を満たすために､高絹の資産や多数の社月を備えること
が要求されてきた｡それに対して､本法では最低資産要求はまったくない｡最低限度の要件として
形式的な10名以上という社員数を要求しているに過ぎない｡この10名には役員である祉月を含む
ことは差し支えないことになっている｡
5 宗教 ･政治との関係
また､宗教や政治との関係については､｢宗教の教義を広め､儀式を行い､および信者を教化育成
することを主たる目的とするものでない｣｢政治上の主義を推進し､指示し､又はこれに反対するこ
とを主たる目的をするものでない｣｢特定の公職の候補者もしくは公職にある者又は政党を推薦し､
指示し､又はこれらに反対することを目的をするものでない｣ことが必要である｡これにの日(伽こ
応じて､宗教法人､政党という手段がある｡これらの目的については個別法に譲り､特定非菅利活
動法人との住み分けを明確に規定したものである｡
6 暴力団排除について
さらに､暴力団との関係については､｢暴力団又は暴力団若しくはその構成員の統制の下にある団
体でない｣ことも要件とされる｡暴力団組織が､この法人制度を悪用して市民活動を装った形でそ
の組織を維持 ･拡大することを防ぐため､参議院で修正され設けられた要件である｡
10 ｢特定非営利活動促進法｣における法人活動の例示と法人の申請状況
1 法人活動の具体的な例示
特定非営利活動法人法における法人活動の具体的な例示としては､次のような例があげられてい
る39)0
(1) 保健､医療または福祉の増進を図る活動 (第1号)
保健という言葉は､例えば母子保健法ではその日的規定で ｢母性並びに乳児及び幼児の健康の保
持および増進を図る｣(母子保健 1)と規定されているように､｢健康の保持および増進｣という意味
と解釈できる｡｢医療｣は ｢医術で病気をなおすこと｣(広辞苑)とされていますが､医療法1条の
2を見ると､医療の内容として､｢治療のみならず､疾病の予防のための措置及びリ-ビリテ-ショ
ンを含む良質かつ適切なものでなければならない｡｣としている｡また､福祉については､例えば老
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人福祉法は､｢老人に対し､その心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ､もっ
て老人の福祉を図ることを目的をする｣(老福 1)とあるように､｢健康の保持及び生活の安定あるい
は生活の保障｣といった意味として理解できる｡いずれにせよ､ある程度幅の広い概念であること
は厚生省自らが認めている｡典型的な団体としては､営利を追及しない介護団体や障害者の自立を
めざす団体､医療関係者を中心とした医療に関する援助団体などがあげられる｡衆議院内閣委員会
では､｢臓器提供者情報センター｣といった例も議論されている｡
(2) 社会教育の推進を図る活動 (第2号)
社会教育法には､｢この法律で 『社会教育』とは､学校教育法に基づき､学校の教育課程として行
われる教育活動を除き､主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動 (体育及びレ
クリェ-ションの活動を含む｡)をいう｣(社数 2)と定義されている｡ただし､特定非営利活動促進
法別表2の ｢社会教育｣は､ここでいう ｢社会教育｣を含むことは明らかであるが､それには限定
されずより広い概念だと考えられている｡
衆議院内閣委員会における審議では､｢社会教育｣の ｢教育｣だけでは､高額の費用を取る塾など
も入りうることから､それを排除する趣旨で ｢社会教育｣という用語が用いられている旨の説明が
あった｡また､参議院の審議では､｢基本的には学校教育法 1条に規定する学校以外は社会教育に入
る｣｢社会における教育活動というものについては 『社会教育』という言葉で含むべきである｣とさ
れた｡例えば､塾の中にも､いわゆる受験のための学習塾ではなく不登校の子供や子供に社会性を
身につけることを目的をする私塾もあり､非営利であればすべてが排除されるわけではないのは当
然のことである (ただし､それらは11号の対象でもある).また､社会的な問題についてテ-jが
限定されているわけではなく､市民一般を対象とした啓発活動として理解できるとの内閣委月合で
の質疑応答もあった｡オンブズマンの行政監視活動についても､税金の使途の透明度を高めて納税
者や有権者としての意識や政策決定執行過程への参加を高めることを目的とする点では､社会教育
の推進であると解すことができる｡また､消費者団体は明示的には12項目に入っていはいないが､
消費者教育という面では本項の対象となりえると同時に､消費者の人権という側面からみると8号
にも該当する｡
(3) まちづ くりの推進を図る活動 (第3号)
まちづ くりという言葉はきわめて多義的で､明確な定義は本書執筆段階では政令や条例上も提示
されていない｡一般的には､器としての都市 (建物や道路や公園などの空間)の整備や住民の権利
調整などの都市 (再)開発の側面と､地域の産業の活性化といった ｢まちおこし｣すなわち地域振
興の側面､さらには地域に生活する住民の交流などコミュニティ活動の側面があると考えられる｡
衆議院内閣委員会の審議では､12項目に産業関連がないことの指摘に対して､｢これを地域おこし
に結びつければ､それも明らかに法人格を取れる｣とされており､都市再開発などに関係する ｢ま
ちづ くり協議会｣などのほか､地元商店会などを中心として地域振興型住民団体も本条項の対象と
されている｡コミュニティー活動は､地域の住民の交流を深めて地域を活性化する活動のほか､地
域のお年寄りの援助といった福祉的活動､地域の環境保全や安全活動､子供の健全育成など多様な
要素を含むことから､本号以外の各号にも該当する活動といえる｡
(4) 文化､芸術またはスポーツの振興を図る活動 (第4号)
楽団や劇団､親子劇場などの法人格はないけれど､活発に活動を行っている文化団体は全国に数
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多く存在している｡いわゆる､プロとして利益が上がった場合は構成員に分配することを前提とす
る場合は､営利法人となるが､収益を活動経費にまわす場合は､特定非営利活動法人として活動を
するのも1つの選択である｡
他方､｢不特定多数の者の利益の増進｣が必要であるから､単にメンバーが音楽演奏を楽しんだり､
絵画鑑賞をしたり､スポーツをするだけでは､｢同好会｣や ｢趣味の会｣にすぎず､公益活動とはい
えない｡自らそういった活動を自らの利益のために行うことと同時に､その活動が同時に国民一般
のためになっている､社会のためになっていることが必要となるわけである｡衆議院内閣委月会で
は､一例としてプロになる前のアマチュアのロックミュージシャンを育てる活動も､文化の振興を
図る活動である限りは本項の対象となるとされている｡
(5) 環境の保全を図る活動 (第5号)
当初は ｢地球環境の保全｣とされていたが､単に ｢環境の保全｣と修正され､地域環境の保全活
動も対象となりうることが明確となった.したがって､地球温暖化防止といったグローバルな課題
に取り組む団体から､｢○○湾を守る会｣や ｢××ダムに反対する会｣などのローカルな問題に取り
組む団体まで､環境の保全をめざす限りは法の対象とする特定非営利活動ということができる｡ま
た､動物愛護団体も､単なる愛好者の団体では対象とはならないが､動物保護を通じて環境保全に
貢献するという目的であれば､本条項に含まれるといえる｡また､｢環境｣は必ずしも自然環境だけ
に限られず､私たちが生活していくうえでの都市環境や文化環境なども広く含まれると解釈すべき
である.例えば､｢公営ギャンブル施設に反対する会｣も地域環境の保全を掲げる以上は､本条郡の
範囲に含まれると理解できる｡
(6) 災害救援活動 (第6号)
阪神 ･淡路大震災の際に､活躍した市民ボランティアの中には､災害時の救援活動のノウ-ウを
蓄積して､日本海重油災害や海外の震災などにおける救援活動や防災を専門とする団体に発展して
いったものもある.この救援活動とは､災害時の人命救助や生活確保だけに限らず､災吉後､災宮
前も含めた支援､調査研究､ネットワークの形成等も含む広い活動が含まれる｡その趣旨を明和‡に
するため､｢災害時の救援の活動｣という表現から ｢災害救援活動｣に参議院で修正された｡
(7) 地域安全活動 (第7号)
衆議院内閣委員会でほとんどその定義や内容について討議されていないため､必ずしも明確では
ないが､たとえば､町内会が法人化する時の条項として回答されている｡また､参議院では､｢地域
における住民相互の連絡その他の活動｣として､地域のネットワーク活動が例示されている｡した
がって､地域の消防団や防火組織､/防犯組織､交通安全の組織などがこれに該当するものと至R解で
きる｡
(8) 人権の擁護または平和の推進を図る活動 (第8号)
障害者､女性､子供､老人､被害者など人権問題は多柾多様である｡平和の推進も､核廃絶をめ
ざす考えもあれば､核の均衡に基づ く平和論もある｡平和を維持すること､紛争の平和的解決をす
ること､あるいは平和に対する脅威を排除していくことまで含まれる｡いずれもきわめて論争的な
テーマですが､本条項はそれぞれの内容には立ち入らず､およそ人権の擁護や平和の推進を標棟す
るものであれば公益性を持つとしている｡いずれも憲法の基本理念であるが､｢民主憲法を守る会｣
という団体が憲法擁護だけを目的を掲げる場合には､本項の該当するかどうかが微妙になるといえ
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よう｡憲法擁護を掲げつつ､人権擁護や平和の推進を目的をすることを明確化する方が､目的制限
の面でも､また ｢政治上の主義を推進｣するものでないことをはっきりさせるためにもベターであ
るといえよう｡また､消費者団体などは､消費者の人権擁護を行っているともいえますから本条項
の対象となると解せるわけである｡
(9) 国際協力の活動 (第9号)
国際協力という言葉は､｢国際理解の増進｣とか ｢国際交流｣といった言葉よりも限定的ではない
かという指摘が衆議院内閣委員会でもだされた｡その審議では､｢二国間交流がすべて入るわけでご
ざいます｡援助というと先進国､後進国というようなことになりますが､先進国同士の交流も入る､
すべてが入る｣として､｢国際交流､国際貢献を含むあらゆる国際的な形態の活動｣であることが確
認されている｡
｢北方4島の返還を求める会｣が返還だけを求めるのであれば､12項目の目的に合致しないとい
えようが､｢国際協力を目的としてその一環として (返還を求める活動を)やるというなら､当然入
る｣と衆議院内閣委員会では回答されている｡
(10) 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 (第10号)
家庭責任の分担や雇用の場における男女の機会均等などを目的とする団体が該当する｡
衆議院内閣委員会では､｢女子大生の雇用を考える会｣の例があげられている｡その意味では､女
性差別を問題とする団体のみならず､子育てや家事や地域活動などを男性の立場から主体的に担っ
ていこうとする団体なども対象となる｡
(ll) 子供の健全育成を図る活動 (第11号)
｢健全育成｣という言葉はきわめて論争的な表現であり､人によって解釈に幅が出てくる可能性
が高いと考えられる｡たとえば､別表2号でも問題となった ｢学習塾｣は､高い授業料を取って営
利を目的をする場合はもちろん本条項からはずれる｡しかしながら､非営利で子供の健やかな成長
を図る比較的低廉な値段であった場合には､本号に該当すると解する余地がありうると考えられる｡
また､地域の子供会なども当然対象となりうる｡
(12) 前各号に掲げる活動を行う団体の運営または活動に関する連絡､助言または援助の
活動 (NPO支援活動)(第12号)
NPOを支援するNPOがこれに該当する｡具体的には､特定非営利活動侃進法の制定にあたり活
躍した ｢シーズ-市民活動を支える制度をつくる会｣､日本NPOセンター､大阪NPOセンターな
どの支援センター､さらにNPOを財政的に支援する資金援助団体 (通常は民法34条の財団となっ
ていますが)などが考えられよう｡また､同種の活動を行うNPO同士の協会や連合体などの組織も
それが共益的なものではなくて､公益的なもので法の他の要件に合致する限り､これにあたるもの
と解されてい~る｡
2 法人取得の申請方法と申請状況
(1) NPO法人の法人取得の申請方法
特定非営利活動促進法 (NPO法)において､NPO法人の法人格を取得するにあたっては､(1)特
定非営利活動を｢保健､医療又は福祉の増進を図る活動｣等の12項目に該当する活動であって不特
定多数かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものと定義され､これを主たる目
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図表19 申請の事務手続 (例)
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うせい､平成10年9月ぎょ(出所) 熊代昭彦編著 『日本のNPO法』
図表20 申請から法人成立までのフロー
届
※平成 11年5月31日までの申fAについては.平成 11年9月30日まで｡
(出所)経済企画庁 r特定非営利活動法人の設立の手引き (改fT版)｣(平成 11年6月)
(出所) 前掲苔 『立法と調査』
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的として活動する法人に法人格を付与するとされ､(2)所轄庁の認証を得るという簡便な方式が採用
され､(3)所轄庁は､一つの都道府県にのみ主たる事務所が存在するときは都道府県知事が､また二
つ以上の都道府県に所在するときには経済企画庁長官とするとされ､(4)法人に対する行政庁の監督
は･最小限度にとどめ､その活動の是非については､団体の私的自治または団体情報の開示による市
民の判断に委ねることとされ､(5)法人の税法上の扱いについては､基本的に､｢人格のない社団等｣
と同じ扱いとするとされ､所轄庁に申請書に必要な書類 (定款､役員名簿等､15種類の添付書類)
を添付して､NPO法人の設立認証の申請をすることになっている40)0
特定非営利活動促進法による法人取得の申請手続きについて､申請手続きと申請書類に添付する
書類について整理したものが図表19である41)0
また､特定非営利活動促進法による法人取得の申請方法について､申請から成立までの流れを整
理したものが図表20である42)0
(2) 最近の法人の申請状況
平成8年に旧経済企画庁が実施した調査によれば､全国では､その当時約 86,000の市民団体が活
動をしていた｡このうち約 10,000団体が法人格の取得を希望すると見られていたが､実際にNP0
の法人格の取得申請を行った団体をみると､平成12年2月18日現在､法施行後1,984団体が法人格
の取得申請を行い､そのうち1,443団体が認証を受けているにすぎない43)｡なお､特定非営利活動促
進法に基づき法人格の申請状況について整理したものが図表21である44)0
llNPOと行政および企業との関係
1 NPOと行政の関係
一般に､NPOは行政が提供できない分野､行政が撤退した分野のサービスを提供することが多い
ことから､行政の補完的役割を担っていると考えられることが多い｡しかしながら､NPOに期待さ
れる役割や機能は､ミッションに基づ く自発的な活動であり､行政の下請的な活動ではない｡した
がって､NPOと行政とは対等な当事者として相互に認め合うパー トナーシップ関係を構築した上
でのサービス提供である｡ただし､この対等なパー トナーシップはサービスの仝活動領域にわたっ
て行われるものではない｡
このような観点より､(1)行政活動の領域､(2)市民活動の領域､(3)その中間領域の3つの活動領
域の関係性について整理したものが図表22である45)｡図に示されるように､基本的には､(1)行政が
責任を持って行う領域 (例えば国防､警察等)､(2)NPOが主体的に活動をする領域 (行政監視活動
等)､(3)その中間的な領域､の三つの領域があるが､この中間的な領域には行政関与の皮合いによ
り三つの領域に区分される｡このうち､BとCについては､行政との対等なパー トナーシップの構
築が比較的容易であるが､行政関与の度合いが強まるDの領域では､補助金､措置費等を行政から
交付されるという行政との関わりの観点より､一般に､行政側の指導 ･監督が強まり､自由な活動
が制限されることが多くなる傾向にある｡一方では､財政的に弱体なNPOが､行政からの財政的支
援に過度に偏ることよって､行政の下請機関的な存在としてのみ存在意義があるというような事態
が生ずることりないように､極力注意をしなければならない｡
このような観点より､｢政府セクター｣｢市民セクター｣｢企業セクター｣の各セクターにおける各々
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索 ∩ 拙 き 吾甘千 七 諾瀬音､辛労讃 鏡 台i ニ刃語 =労苦､解芯庫 塞 申開鼓累計 勝託教累計 蒸韓扮鍵 衆評 ヽ 巾術数累計 論証数累計 不良L>証救命計
′ヨ産追 85 69 0′ 48 32 0
県 13 8 0 阪 125 101 0蘇
ll 0 65 37 0辛県 17 _′庫
城輿 43 31 0 鷹 15 ll 0
堤 10 10 0 7 3 0田 口
形輿 14 12 0 敬/ 8 7 0
良携 17 9 0 10 7 0
塞群 30 20 0 30 17 0
木輿 44 37 0 良 33 24 0
県 44 36 0 口9 15 ll 0馬
42 30 0 8 4 0I クー
莱輿 58 44 0 9 6 0I
挑ヰ 330 2 12 9 0477 授-9
133 98 0 14 ll 0r叫
携 28 21 0 68 53 0渇 岡
山具 8 8 0 H二′ 9 9 0
輿 12 9 0 ∩ 12 7 0
5 4 0J､拷′ 22 18 0井弊 紫雲
梨∩ 10 9 0 H/ 5 2 0
野H 27 19 0 ∩一′ 13 4 0
釈 15 ll 0 3 2 0阜 ヽ
46 33 0 9 8 03 ul'
如 54 38 0 1,835 1,322 2i 秩 こlfT
損 47 30 0 149 121 3義 ユL:･一旦一1
16 12 0 1,984 1,443 5
(出所) 経済企画庁資料
(出所) 前掲雷 『立法と調査』
の活動について､比較整理されたものが図表23である46)0
また､行政とNPOとの関係性より､比較整理されたものが図表24である47)0
一方､NPOに対する支援について､(1)環境･基盤整備の観点と(2)直接支援の観点の二つの観点
より比較整理されたものが図表25である48)0
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表22 市民活動団体と行政 (自治体)とのパー トナーシップの可能性
【民間団体と宥政の様々な関係】
右記の五つの段階で考える､支援･共催 ･委託という形の可能性､民間団体と行政組織の性格の違い･右
記図の斜線部分において文化の衝突が発生し､それぞれの認識の変化が生ずる｡
【様々な関係の試みと移行】
様々な関係の試みにより､AからB-､BからC-､EからD-､DからC-の移行がみられる｡･パー
トナーシップに頼らないAとEの存在の重要性は変わらないがAとEの内容が時代状況により変化す
る｡
【法人化のもたらす影響】
市民団体に対する契約対象としての信頼性､あるいは､共催･委託､特に右記Dの領域で新しい可能性が
生ずる｡
【民間団体と行政の様々な関係】
必要条件 :自己確立､相互理解､対等な関係･十分条件 :目的の共有､開かれた関係･希望条件 :自己変
革の受容､関係の時限性
【NPO-の関わりが行政組織を変える】
行政が横断的な活動領域を持つNPOと関わることで､縦割りの行政組織の変革が求められる｡
宿 (支 援) (共 催) (委 託)例:会議室貸 例:イベント例:社会福祉
動形態 与基金からの助歳守 の共催等 法人の措置費 等
活動領域 B C D
-
-広義のパートナーシップの領域-
(出所) 山岡義典 ｢NPOの現状と行政の役割分担｣より作成
(出所) 前掲書 『立法と調査』
このように､NPOと行政は､ともに非営利で公益的な分野を活動領域 としていることから､対等
なパー トナーシップの確立を図ることにより､効率的､公正な行政活動の確保や市民に密着したサ
ービスの提供を行 うことが可能であると期待されている｡
2 NPOと企業との関係
協働型社会を構築 していくためには､NPOは､企業との協働 も積極的に進めていく必要があるこ
とは改めていうまでもない｡企業における社会貢献活動の状況をみてみると､図表26に示されてい
るように､企業ではバブル経済崩壊に伴う企業収益が悪化する傾向にあるにもかかわらず､1社当た
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図表 23 政府セクター ･市民セクター ･企業セクターの活動
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秦≡三≡公共財(非競合性.非排除性) 市民活動の6原則 ※ 私的財 (収益性)
*i ≡≒…ヨ国防 .警察 防犯組織 防犯(警備保障会社)､自己防衛
≡三二無類
外交 民間交流.市民交流.民際外交 海外進出 (空洞化)
郵便 インターネット 宅急便-.宝S 二幸.:や≠事≠ チ
教育 (国立 .公立) (学校法人) 教育産業､予備校
消防 (常備消防) 消防団 消防用品
福祉公営住宅 .公共住宅鉄道 .′ヾス(航空-民営化)医療施設 (国立 .公立) 人≡_ ∠ゝ 了ー ' シルバー産業､民菅ホ-ム企業メセナ､フィランソロピー鉄道.バス.タクシー.航空医療機器 医薬品
人l◆ フl護.配食､(社云福祉法人)町内会､公園清掃､リサイクル移送ボランティア､私道管理(医療法人)
警
*黄社会的規制 生協､ワーカーズ .コレク 住宅 .家財 .家電
経済的規制 テイブ .バザー､趣味の会 食品 .衣料 .雑代
エネルギー供給 .規制 共同購入 エネルギー供給
農業補助 農民の団体 (農協) 農業製品
A 口 ､､ ′ 寄付.会費(自発性)､収益活動 販売､
準華 税 .社石保険料 強制徴収公益性 .公共性､社会連帯 相互扶助 .社会連帯 契約､採算性
(注) ※市民活動の6原則とは､｢市民個人による参加･活動の原則｣｢市民決定の原則｣｢市民出資の原則｣
｢共通利益の原則｣｢活動多様性の原則｣｢収益不配分の原則｣である｡
(出所) 川崎市 ｢市民活動支援政策に関する調査研究報告書｣(平成9年)4頁
(出所) 前掲書 『立法と調査』
り平均すると4億円前後の支出を引き続き継続 していることからも理解されるように､企業では社
会貢献活動を重視 し社会貢献活動を積極的に支援を行っていこうとする姿勢がみられるので､企業
とNPOとの協働については比較的進めやすい環境にあるといえよう49)0
また､以前では､NPOの歴史的経緯から､企業側はNPOに対 して不信感を抱 く時期 もあったよ
うであるが､阪神 ･淡路大震災での救援活動において双方が持つ資源を相互に有効に活用するため
のよきパー トナー として協働の機会を持つことができたことなどが契機 となり､企業側においては
NPOに対する認識が変わり､現在ではNPOとの新 しい関係を模索 している段階であるといわれて
いる50)｡このように各セクター間における相互関係について､(1)現在の姿から､(2)新たな枠組みの
関係を経て､(3)将来の姿の在るべ き方向について､その流れとして図示されたものが図表 27であ
る51)0
ちなみに､経済団体連合会の 『社会貢献活動実績調査』によれば､NPOを ｢多様な市民社会の構
築の担い手｣として考えている企業は57.6%に達 しているほか､37.1%が ｢社会貢献活動の有力な
パー トナー｣ として位置づけているといわれる52)0
また､企業が NPOに対 して行 う支援の重要性については､66.9%が｢重要｣であると回答する-
100 NPO方式の導入による公私協力方式 ･事業連携方式の新たな潮流
図表24 行政とNPOの関係 :｢協働の競合｣
秦 -
行 政 p行 政 行 政 行 政- 壁
中央行政 中央/地方 地 方 _行 政 中央行政妻:=葉
N P O N P O 行 政 N P O 地域福祉計画審議会-の福祉運動団体の参画､アドボカシー
行 政 育 -政 行 政賢や
棄 NPO営利企業 ボランティア委託､民主的な医療.福祉運動のビジネス化
lヾ
第三セクター 社会福祉協議会
行 政 行 政 行 政 NPO市民オンブズマン聖…
(注) ｢協働｣を専ら｢企画は行政､実施はNPO｣という特定の型に押し込め､媛小化することを否定し､
政策の企画一施策化一実施一評価という循環を想定すると､完全な行政直営型と完全な民営型との間
に､多様な協働-ガヴァナンスの諸形態が存在していることを示す(も■っとも､｢地方分権型｣における
中央/地方の配置や､｢完全な民営型｣を｢行政責任の放棄｣と同視しうるかどうかは議論のあるところ
であろう)0
(出所) 山内直人編 『NPOデー タブック』(有斐閣 平成7年)19頁
(出所) 前掲書 『立法と調査』
方､NPOに対する支援への取組については46.9%が ｢積極的に支援｣すると回答している｡なお､
この平成8年度調査を平成5年度調査と比較すると､支援について前向きに捉える企業が確実に増
えていることが特徴的である｡
3 NPOの財政規模
NPOは昭和61年以降に設立された団体が多く､その財政基盤は脆弱であるといわれている53)｡年
間の活動予算をみても､10万円以下の予算規模の団体が3割を占めているように､その予算規模か
ら想定すると活動は小グループの集まりとして細々と行われているのが実情である｡これに対し､
NPOの中でも法人格の認証申請を行 う組織としては､年間500万円程度の予算規模カデー つの境界
であるといわれているように､NPOの中では比較的予算規模が大きい団体が法人格の申請をする
傾向にあるといえる｡
｢特定非営利活動法人 (NPO)に対する今後の検討課題に関する調査｣によれば､年間の予算規
模は｢100万円～500万円未満｣の団体が32.7% と一番多いが､次いで｢1,000万円～5,000万円未満｣
(28.9%)が多くなっていることをみると､比較的予算規模の大きな団体が法人となっていると推測
される54)0
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図表25 NPO支援における環境 ･基盤整備 と直接支援
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i 薫≡○活動に関する税の減免 ○NPOへの助成金､補助金制度の創設､既存補
蒙…○市民 .企業によるNPO-の資金環流を増や 助金の改善
す方策 ○NPOへの事業委託の拡大
(NPO寄付に関する税の減免､企業によるNPO支援促進制度)去○金融機関 (民間.公的機関)のNPO-の融資拡大を図る制度 ★NPOとの協働の推進に関連
杢 葉喜≡○教育過程でのボランティア活動の重視 ○人材育成のための研修講座の開設
檀 蕪≡○NPOに関する統計の整備 ○NPOの個別情報の整理 .公開
薫≡○NPOの個別情報の収集のための制度整備 ★民間NPO情報機関による情報公開の支援
秦 率幸≒≡○法人格制度 ○組織化方法の技術支援 (組織化ノウ-ウ､法手続指導)
率 ≡…;○公共機関､企業等の施設開放の促進 ○会議室の貸出､事務所の提供
(出所) 久住剛 ｢NPOと自治体行政｣ 『NPO基礎講座』 (ぎょうせい 平成9年)1751
(出所) 前掲書 『立法と調査』
図表26 企業の社会貢献活動支出額
(弾位 :億円､▲は減)
妻奉 (350社) (381社) (398社) (404社) (367社) (405社) (376祉)
1,838 1,670 1,494 1,542 1,454 1,620 1,557≡≒P
ヽ 5.25 4.38 4.05 3.82 3.96 4 4.14
19.9% ▲16.6% ▲ 7.5% ▲ 5.7% 3.8% 1.0% 3.5%
(346社) (380社) (366社) (402社) (360社) (396社) (373祉)
奉 1,307 1,207 1,074 1,128 1,071 1,049 1,027紫宗
≡禁 3.78 3.18 2.93 2.81 2.97 2.65 2.75
一 韓 - ▲15.9% ▲ 7.9% ▲ 4.1% 6.0% ▲10.8% 3.9%
I衰 + 滋 (224社) (329社) (365社) (361社) (361社) (387社) (367社)華辛
:t] 531 463 420 413 383 571 530
2.37 1.41 1.15 1.15 1.06 1.47 1.44
(出所) 経済団体連合会 『社会貢献自書 1999』より作成
(出所) 前掲書 『立法と調査』
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00
現在の姿
(出所) 今里編著 『情報と交流のネットワーク (分権時代の自治休職月8)』(ぎょうせい 平成 11年)
310頁
(出所) 前掲書 『立法と調査』
12 NPOをめぐる問題点と今後の課題
1 ｢アンケー ト調査｣結果にみる問題点 ･課題
特定特定非営利活動法人に対する活動の状況､法人格取得における感想､NPO法の満足度などに
ついて平成 11年9月に調査された､｢特定非営利活動法人 (NPO)に対する今後の検討課題に関す
る調査｣によれば､NPO法人の取得や活動などについて､次のような問題点･課題があることが浮
き彫りにされた55)0
(1)NPO法人として法人格を取得して良かったと思う点については､｢社会的信用 ･信頼度の向
上｣ ｢組織の社会的責任､会員･職月の自覚及び責任の明確化｣等があげられている｡その反面では､
(2)NPO法に不満を感じる理由については､｢税制上の優遇措置がない (寄付金控除､法人税･固定
資産税 ･事業税の取り扱い等)｣｢行政的関与の緩和 (認証制から届出制-､事務負担の軽減､法の
簡素化等)｣等があげられている｡また､(3)法人格を取得しての不満･心配な点については､｢会計
事務の負担の程度｣ ｢法人登記による税負担の程度｣ ｢情報公開に備えた書類の整備保管｣等があげ
られているほか､｢申請手続きについては解釈の暖味な部分を明確にすべきである｣という意見が多
い｡
一方､(4)NPO法の見直しに関する考え方としては､｢寄付金控除や贈与にともなう税負担の軽
減｣｢税制上の収益事業に対する法人税の減免｣ ｢法人住民税の減免促進｣等に対する見直しを望む
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声が極めて強い｡
他方､(5)行政に対する期待については､｢施設等の便益提供｣｢広報活動｣ ｢情報化時･情報提供｣
-の期待が高い割合となっている｡次いで､｢施策･事業-の参画｣｢ア ドボカシー｣ ｢委託業務の発
注｣｢財政支援｣が続いているが､｢人的支援｣ に対する期待の割合はそれほど高いものではない｡
2 NPOをめぐる税制問題
普通法人は､全ての所得を対象に課税される (税率は30%､ただし資本金が1億円以下の中小法
人は所得金葛が800万円以下の所得課税は22%､800万円を超える部分の所得課税は30%)のに対
して､公益法人等および人格のない社団等は､法人税法上の ｢収益事業｣から生じた所得に限り課
税される｡法人税法上の収益事業の範囲としては､現在､物品販売業､出版業など33業種が指定さ
れていることは周知のとおりである｡
一方､税率については､公益法人等は軽減税率の22%が通用されるが､人格のない社団等につい
ては普通法人の中小法人と同様の税率が適用される｡
なお､協同組合等については､全ての所得に対して22%の税率が通用される｡
現在､NPO法人は､税法上は人格のない社団等と同じ取扱いを受け､800万円以上の収益事業を
行う法人を除けば､事実上公益法人等並の取扱いとなっている｡ちなみに､収益事業を行っている
公益法人等の数 (平成 10年度)は､25,374法人､うち利益のあるものが14,039法人であり､人格の
ない社団等については団体数6,913で､うち利益のあるものが2,910である56)0
3 NPO法人に対する寄付金をめぐる税制
今後NPOが自立し､健全な発展をするためには､事業収入ととともに会費や寄付金の果たす役割
は大きいといえるが､わが国においては､NPOの収入における民間寄付の割合が低 く､寄付をめぐ
る環境の改善が求められている｡この点で､寄付をめぐる税制の見直しは､NPO法見直しの際の重
要な検討項目となっている57)0
寄付金 (金銭その他資産の贈与､遺贈若しくは低廉譲渡､または経済的利益の無償若しくは低下
による供与)の支出があった場合には､その支出側と受入側と両者に､当事者が法人か個人か､あ
るし?は寄付金が公益性を有するか否か等によって､さまざまな課税関係が生じる｡特に､公益性を
有する寄付には優遇措置が与えられ､法人の支出する寄付金は一定限度で損金算入できることとな
っている｡
寄付金に関する税制の概要について､整理されたものが図表28である58)0
寄付税制の比較について､整理されたものが図表29である59)0
また､諸外国におけるNPOに係る租税制度の相違の比較について､整理されたものが図表30で
ある60)0
4 NPO法人の支援に関する残された今後の課題
近年､NPO法人の活動に対しては､大きな期待が寄せられている｡しかしながら､税制面におけ
る優遇措置などの法制度等の見直しや改正などについて関係者からの要請は強いものがあるその反
面､実際には､既存の公益法人や人格なき社団と呼ばれる諸団体に比べ､NPOの具体的な活動の展
いノ
lfH NPO方式の導入による公私協力方式 ･事業連携方式の新たな潮流
図表28 寄付金に関する税制の概要
≡書三支出額り全額を損金に算入 左の(丑(診③を特定寄付金と ｢しア 都道府県､市町村若し
し､個人が特定寄付金を支 くは特別区に対する寄付
出した壕合には､次の額を イ 購課期日現在の住所地
瑚するo 限度として所得から控除す の都道府県共同募金会に
るo 対する寄付
寄付金控除限度額- ウ 日本赤十字社の支部に
その年中に支出した特定 対する寄付
寄付金の合計額その額が所得の25%相当 を超える場合には､所得の25%相当額が限度-1万円 寄付金控除限度額は下記g)Ⅰ､ⅠⅠのいずれか低い金額上記寄付金の合計額(ア+イ+ウ)-10万円
喜一般寄付金の損金算入限度
≡額とは別枠で､次の額を限 ⅠⅠ 年間所得金額の25%
≡董…度として損金に算入する.損金算入限度額±順 芸芸富xa275,2i5.I.1,000×1/2 -10万円
(注)1 ②指定寄付金とは､公益法人等に対する寄付金のうち､次に掲げる要件を満たすものとして大蔵
大臣が指定したもの
○広く一般に募集されること
○教育又は科学の振興､文化の向上､社会福祉-の貢献その他公益の増進に寄与するための支出で緊
急を要するものに充てられることが確実であること
2 ③特定公益増進法人に対する寄付金とは､公共法人､公益法人等のうち､教育又は科学の振興､文
化の向上､社会福祉-の貢献その他公益の増進に著しく寄与するものとして政令で定めるものに対
する寄付金 (その法人の主たる目的である業務に関連するもの)
なお､教育又は科学の振興､文化の向上､社会福祉-の貢献その他公益の増進に著しく寄与するも
のと認定された特定公益信託に信託財産とするために支出した金銭の額についても､特定公益増進
法人に対する寄付金と同様の扱いとされる｡
3 所得税における特定寄付金には､政党等に対する寄付金が含まれる (租税特別措置法第41条の
17)｡
ただし､その適用期限は平成 11年 12月31日までとなっている｡
4 ④一般寄付金については､公益法人等が支出する場合においては､当該事業年度の所得の20%に
相当する金額を限度として損金算入することができる｡学校法人､社会福祉法人､更生保護法人の場
合は､当該事業年度の所得の50%に相当する金額 (当該金額が年200万円に満たない場合には､年
200万円)を限度として損金算入することができる｡
(出所) 大蔵省資料､経済企画庁資料等より作成
(出所) 前掲書 『立法と調査』
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図表29 寄付税制 (国税 ･地方税)の比較
①
③
公益法人等が寄付する
場合
(法人税 ･事業税)
(法人税) 22%
(事業税) 5%,7.3%
又は9.6%
所 得
; JJ 所得の20% JJ 全額 . 額 S.← 課 . ′.ー エγ､ -ー エyヽ ヽ
;き 1:? l妻ヨ I( .･■一害喜琵 笑慧 苦 …星室富豪詣 針 …!' 蔓…≡ミ指 卜:AI:Li t 団体へ ーの寄付 ノ金 . FE害 毒地 星雲 …
.? I)日 [≡;むし付進 :) l:, ;:I 一言≡… !i l I::共 トl[〔誹 ≡…
*学校法人､社会福祉法人.更生保護法人は収益事業所得の50% (当俵金額が200万円に満f=fJ.'い場合は年200万円)まで
特定非営利活動法人､
人格のない社団等及び
普通法人が寄付する場
令
(法人税)
人格のない社団等及び
普通法人が寄付する場
令
(事業税)
(法人税) 22%又は30%
(事業税) 5%,7.3%
又は9.6%
所 得
所得の 所得の 全額 全板
税く ~課税対象+ >く2.5%*斗く2.5%*ラ乍ト控ー除 -* 控除チ
1;.;:l l:- 頼i酎… 鋸 妻…妻毒ii!i描' 【≡…I j Lli指 l榔喜; 金 …… !'?三 ;妻害毒 _ ._.: 1:.:Il t!…l lIfi蔓:≡ )IJ L‡l t:i
*資本又は出資を有する場合は､((期末の責本金額+期末の責本積立金鎖)×0.0025+所持×0.025)×0.5
※電気供給業､ガス供給禦､生命保険集､蹟書保険難は､事難税について寄付金控除されない｡
個人が寄付する場合
(所得税)
(所得税) 10%～37%ま
で累進課税
軌< 珠税対象
所 得
最大で所得の :
25%- 1万円 >;
I≧毒請人 特夏至蔓;へ 定/ ∴):≡:I…喜妻 付lj 金 l l≡…E:iき蔓妻;の地皇蔓:1
*個人からの寄付についての税制には､一般寄付金の制度はない｡
個人が寄付する場合
(個人住民税)
(道府県民税+
市町村民税)
2%+3%,2%+8%
又は3%+10%
税や.一･.一一一一一 課税対象
? ?
最大で所得の 1
25%-1万円 >:
……金十同同量 貢雲壷I: 料 .府 る文部寄は道付特府金別県区 .
戦個人からの寄付についての税制優遇は､F税よりも制限されている｡
(出所)国民生活鞍議会資料より作成
(出所) 前掲書 『立法と調査』′
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図表30 諸外国のNPOに係る租税制度の比較
日_字…
- -
税法に規定され ･本来の事業及び関連収益事業 二本釆事業及び関連収益事業 ･本来事業及び関連収益事業に対する法人税は非課 ･本来事業及tJr関連収益事業に対す
た33業種)を営 ･所得は免税o に対する法人税 .所得税は 税o る法人税二営業税は免税.
む場合にその収 ･非関連収益事業は課税o 非課税○ ･非関連収益事業に対する法人税は標準の法人税率 ･非関連収益事業に対する法人税､
益事業から生じ (通常の法人税率) ･非関連収益事業に対する法 で課税○ 営業税は標準の法人税率で課税o
た所得について ･受取所得は免税o 人税は標準の法人税率､所 ･受取所得に対しては､ ､本来事業に関わるか否かに ･受取所得に対しては原則非課税○
のみ課税o ･投資収益課税については､ 得税率で課税○ 関わらず､原則として課税されるが､受取利益(運 ○非関連収益事業からの年間収入及
事業から生じた び事業型民間財団 :免税 供している資産の売却益の (1) 年間収入6万マルク以下 :法
所得にづいては非課税o (卦非事業型民間財団 :2% キャピタルゲイン税は免税o･利子､配当等運用益､賃料､ロイヤリティ等受取所得は免税〇営利子会社からチャリティへの寄付 .配当は非課税o 人税､営業税が免税(2) 年間収入6万マルク超 :①純益 7,500マルクまで 免私(診 以上 7,500マルクを超えた部分について 標準の法人 率 (42%)を課税
個人が寄付した場 慈善等を活動目的とする内国歳 登録チャI)ティへの寄付につ 原則､優遇はないo但し､ 公益社団へ寄付した場 法人税が免税される団体q)中で､さ,
合特別な所得控除 大法第501条(C)(3)と承認された いて､個人は所得控除がない 定款を課税庁がチェックを 合､寄付者は所得税の らに一恵の要件を満たすものについ
制度はないo 団体に適用されるo 仕組みが存在するが､法人は し､適格と判断すれば､寄 所得控除､′法人税の損 て､寄付金の税制優遇措置が通用さ
普通法人の場合 但し､501条(C)(3)団体でもパフ○ 損金算入がほぼ無条件に認め 付金の税制優遇措置を受け 金算入ができる○ れる○寄付金優遇措置の適格団体ベ
は､一般寄付金の リツタ.チャリティ､民間財団 られるo ることができる (適格非営 の寄付について､所得税の所得控除､
枠内で損金算入が (事業型 .非事業型)の認定タ 利社団)oこの場合において 法人税の損金算入ができるが､さら.
可能o イブにより､課税取扱いが異な も､非関連収益事業部分に に寄付先が学術 .文化 .慈善を目的
るo ついては所得税の所得控除､法人税の損金算入ができないo とする場合は､より高額の所得控除｣損金算入が可能となるo
浅海戸.:;:.I 【パブリック.チャリティ】 ･個人､法人共に､3年超の継 適格非営利社団への寄付の ･個人の場合､原則と ･個人の場合､原則年間所得の5%
･現金の場合､個人の寄付控除 続寄付 (コヴエナント)に み優遇○ して寄付金の50% まで所得控除できる (寄付先が学
は課税所得の50% まで､法人 よるチャリティ-の寄付契 ･個人の場合､原則として を控除できるo但し､ 術.文化.慈善目的の場合 10% ま-
は10% までo 約には､源泉徴収額相当が 寄付金の50% を控除で 寄付先の活動目的に で)○
･評価性資産の場合､個人の寄 寄付者にではなく｣チャリ きる○但し､寄付先の括 よって､520フラン ･法人の場合､原則年間所得の5%
付控除は課税所得の30% ま ティに還付される○法人の 動目的によっては､520 を上限として寄付金 (寄付先が学術 .文化 .慈善目的
で､法人の場合は10% までo 場合､全額損金算入が可能o フランを上限として寄付 の60% まで控除で の場合 10% まで)､又は年間売上
【民間財団】 個人においては､高坂納税 金の60% まで控除でき きる場合 などがあ 高と賃金の合計の0.2% の.うち､
業型で課税所得の50% まで､ 還付もあるoまた､£250以 限度額は､課税所得の 税所得の5%が上限○ 金算入できるo
非事業型で30% までo評価性 上の寄付であれば､単年度 1.25%が上限○ ･法人の場合､年間売
資産 の場 合 は､事 業 型 で の寄付でも継続寄付と同様 ･法人の場合､年間売上高 上高の0.3% まで損
30%､非事業型で20%o の取扱いになる○ の0.2% まで損金算入が 金算入ができ､限度
･法人の現金又は評価性資産の ･個人が給与天引による寄付 でき､限度額超過分につ 額超過分については
寄付控除は､事業型 .非事業 の場合は､所得控除ができ いては5年間の繰越しが 5年間の繰越しがで
(注) 非課税 :法人格を取得すると同時に､本来事業が自動的に課税除外となる方式｡ 免税 :法人格の有無とは無関係に､新たに課税庁の審査を受け課税除外となる方式｡
(出所) 平成 10年度経済企画庁委託調査 ｢海外におけるNPOの法人制度 ･租税制度と運用実態調査｣(㈱往信基礎研究所 平成11年3月)より作成
(出所) 前掲書 『立法と調査』
??
? ? ?
? ? ?
????
?????? ? ?? ????? ?
??
????? ? ? ?
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開状況や活動の方向などがわかりにくいという面などと相まって､当初予想されていたような活動(
や成果などは必ずしも十分得られてはいない状況にあるといえる｡NPO法の改革の方向についは､
個人の寄付金に対する優遇措置､民法において認可される公益法人等との関係､法人の設立と税制
等との関係など､多面的な観点より議論されている中で､市民が自らがボランティア活動等に従事
すること､またこれらの多彩な活動に対し寄付を通じて活動の支援や公益の実現に参画できる仕組
み､市民･NPO･企業等の役割分担･協働の在り方が模索されている｡また､NPOに対する優遇税
制も､既成の公益活動に対する考え方からではなく､新しい公益の哲学からその内容を検討するこ
とというように､抜本的な対応が求められている61)0
今後の残された課題としては､NPO法人に対してどのようなことを期待するのか､どのような役
割や機能を期待するのか､権利能力なき社団といわれこれまで一定の活動成果を果たしてきた既存
の諸団体との関係性や相違性など､また企業や行政との関わり合いの中で､今後のNPO活動は､
NPO優遇制度などの面からだけではなく､NPOの理念とその活動内容､またそれらのNPO活動に
対する寄付による支援の方向と寄付金に対する税制の在り方､税の執行者である自治体､国の役割
や機能の観点など､21世紀を迎え く市民)(企業)(行政)くNPO)の役割 ･機能について再認識す
るとともに､これらの相互関係における新たな関係を構築をすることにより､閉塞状況にあるわが
国社会の新たな展望が開けていくものであると期待するものである｡
このような状況を踏まえ､筆者は､自治体の行財政運営における ｢基金制度｣を利活用すること
により､自治体における税の執行の在り方､すなわち､(1)行財政運骨の在り方に対する了f民による
チェック機能の拡充強化､(2)自らの意志により自治体に対する寄付金について所得税の軽減効果や
法人税の軽減効果がもたらされると同時に､(3)これらの寄付金を基金として租立その運用益や基金
の取り崩し等によりNPO法人やその活動に対する支援措置が可能となる中でNPOの情報公開や
活動内容等に対する評価が可能となることに加え､(4)市民､鋸台休､企業､NPOのiltr一任と自党が
醸成されるという意味からみても､多面的な効果が期待できるという観点から実現性､現実性が高
い提案を行っている｡別途､これらの論文を参照されたい62)0
本稿では､これらの論文の中でNPO法人に対する支援方法に関する提言としてとりまとめてい
る部分について､次に詳解することにする｡
13 地域社会の再生 ･蘇生を図るため ｢寄付金および基金｣制度の改革課題と
その提言
今後の地域社会の再生 ･蘇生-向けて大きな役割を果たすと考えられるNPOなどの公益的な活
動に対する支援の在り方､またこれらの公益的活動に対する個人および法人から募る寄付金支出の
役割や機能､寄付金に対する所得税の軽減化や法人税の軽減化に関する現行の法税制度､あるいは
寄付金に関する法税制改革に対する期待やその可能性などの観点より現行の法税制度などを踏ま
え､NPOなどの活動に対する支援方法について若干の考察と提言を行うものである｡
1 地域社会の再生 ･蘇生に向けて寄付金の果たす機能 ･役割とその評価
近年､敗戦の焼土より戦後50年を経て､欧米先進諸国へのキャッチアップを目標として確立され
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てきた経済復興や効率的な企業経営による家電製品や自動車に代表される量産型工業製品等の普
及､優秀な官僚組織 ･機構を基盤にした政策主導体制の確立化などを背景に､｢政 ･産 ･官の鉄の ト
ライアングルの関係性｣と謡われた､いわゆる政治 ･産業 ･官僚の強固な連携による日本の指導体
制は､制度疲労を起こしているといわれるように､急速に綻びを顕在化させてきた｡現在､政治的･
経済的な視点から文明論的な視点に至るまで､さまざまな視点より､それらの改革や対策がなされ
ようとしていることは､周知のとおりである｡
現状では､社会資本整備や公共財 ･サービスの提供については､国や自治体を中心とした公共部
門により提供されているという現行の諸制度だけでは､必ずしも適切かつ的確に対応できないよう
なさまざまな局面が出現している｡それら公共部門による対応だけでは困難を局面に対しては､
｢PFI｣(PrivateFinancelnitiative:民間企業が事業 リスクを負担すると同時に民間の資金 ･ノウ
-ウを利活用して公共事業を推進するという新しい形態の公共事業の推進手法である)や ｢NPO｣
(NonPro丘tOrganization:非営利活動組織)などによる新たな対応方法が検討されている｡とり
わけ､NPO(非営利活動組織)やNGO(非政府組織)を中心としたボランティア活動などの非営利
活動団体などの活躍に､大きな期待がよせられている｡これらNPO組織に対しては､国や自治体を
中心とした公共部門によるサ二ビスの提供よりも､きめ細かなサービスが迅速に提供されることが
可能であると､大きさな期待がされている｡その期待の大きさはの現れとしては､NPOの活動に対
し迅速な議員立法により､｢特定非営利活動促進法｣として､法律の制定･施行がなされたことから
もよく理解されよう｡
特定非営利活動促進法では､非営利活動の具体的な活動分野について､次のような活動事例が想
定されている｡(1)保健､医療または福祉の増進を図る活動､(2)社会教育の推進を図る活動､(3)ま
ちづ くりの推進を図る活動､(4)文化､芸術またはスポーツの振興を図る活動､(5)環境の保全を図
る活動､(6)災害救助活動､(7)地域安全活動､(8)人権の擁護または平和の推進を図る活動､(9)国
際協力の活動､(10)男女共同参画社会の形成の促進を図る活動､(ll)子供の健全育成を図る活動､
(12)前号に掲げる活動を行う団体の運営または活動に関する連絡､助言または援助の活動(NPO支
援活動)である｡これらの活動分野の法人に対して､NPOの法人格が付与されることになっている｡
NPO法人においては､公益法人の事業運営と同様に､非営利活動を展開するための財政的に安定
するための支援措置として､一定の収益事業を実施することが認められているととが大きな特徴で
ある｡NPO法人の財政運営の安定化を図るための措置として収益事業が認められてはいるが､全般
的に､NPO法人の財政運営は困難な状況にあるといえよう｡そのため､NPO法案が議論されてき
た当初の段階より､NPO法人に対して支出される個人および法人からの寄付金については､一定額
以上の寄付金については寄付金控除が認められるように関係機関に強く要請されてきたが､現段階
では､寄付金控除については､一般の人格なき社団に準ずる団体として取扱がなされている｡
このように､NPO法人に対して支出される寄付金の控除制度については､NPO法人における財
政の安定化を図ると同時に､法人や一般市民･地域住民などがこれらのNPO法人に対して積極的に
支援する意識の醸成と向上を図ることを目的に､寄付金の控除制度の導入が検討されてきたわけでノ
ある｡しかしながら､結果的には､NPOに対する特別な寄付金控除制度は認められなかったのであ
る｡つまり､法人や一般市民 ･地域住民に対しては､寄付金支出による法人税や所得税および市町
村民税等の軽減措置がもたらされることにより､より寄付金を行い易い状況を現出させることがで
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きるように環境条件の整備が図られようと試みられてきたわけであるが､財政当局などの強い反対
などもあり､NPOに対しては､特定公益増進法人に対するような特別な寄付金控除制度は実現され
なかった｡
このような考え方が生まれてきた背景には､国や自治体の財政悪化や財政危機の急速な逼迫化に
伴って､国や自治体が直接的にNPO法人の活動にみられるような非営利活動を行うことは､財政
的､組織的､人事的にも極めて困難であることに加えて､従来の地方公社 ･第3セクターとよばれ
ている公益法人や収益法人に対してみられたような､自治体からの財政支援や助成措置等について
は､一部には不適切な局面が生じたことも少なからずあったことなども相まって､今後は無条件で
不通切な財政支援を行うようなことは基本的にはありえないことなど､国や自治体の財政状況の悪
化や発想の転換などを色濃く反映したものであるといえる｡したがって､今後の課題としては､こ
れらNPO法人に対して､NPO法人の財政安定化と健全な活動を育成することができるかという視
点より､具体的にどのような財政的な支援措置や仕組みなどを図ればよいかということについて､
さまざまな角皮より議論をすることが急務の課題である｡
2 寄付金に関する税制改革への期待と ｢議員立法｣の可能性
このように､今後の地域社会の再生 ･蘇生や活性化を図る上で､大きな役割を果たすと考えられ
る､NPO法人などに対する個人および法人における寄付金の支出については､寄付金に関する税制
度の在り方や税制改革に対する期待とその可能性に対し､大きな期待がよせられている｡個人およ
び法人における寄付金の支出については､現行法制度下においては､特定公益増進法人や特定認定
公益信託などに指定されている法人等に対する指定寄付を除けば､一般の寄付金などについては､
基本的に､寄付金の所得控除などの税制上の優遇措置はほとんど認められてはいないことは､繰り
返し述べてきたとおりである｡
それに対して､国や自治体に対する ｢特定寄付｣については､現行法制度下においても⊥定荊以
上に支出された寄付金額については所得税の所得控除が認められている｡また､政党等に対する寄
付である ｢特定寄付金｣については､租税特別措置法により､期限付きながら､一定金額以上の寄
付金については､所得税の税額控除が認められていることも繰り返し述べてきたとおりである｡他
方､法人税においては､寄付金として支出された寄付金額については､全額が損金対象として認め
られている｡
筆者は､このような情況を踏まえて､個人および法人における寄付金に関して､次のような寄付
金に関する税制改革の提案をするものである｡筆者の本意は､実現が困難と考えられるような現行
法と極端に異なる税法等の改正を提案するということではなく､現行の法制度を踏まえて､財政当
局などからもより受け入れ易いと考えられる諸制度の改革を提案するものである｡なぜならば､実
現の可能性の高い提案をすることにより､地域社会の蘇生 ･地域活性化の推進を図る上で､寄付金
の役割 ･機能がこれまで以上に利活用することができることに大きな意義がある､と考えているか
らにほかならない｡
(1) 個人が自治体に対して支出する据付金箱については､所得税は､現行制度である(現行法で
は平成11年 12月31日まで)政党等に対する ｢特定寄付金｣と同様に､｢税額控除｣を認める
ように､租税特別措置法などの延長等による税制度の改革を図ること
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なお､寄付金控除に関する計算式については､現行の計算式を踏襲すること
(2) その際には､所得税の計算においては､寄付する者が ｢所得控除｣｢税額控除｣の両者のど
ちらでも自由に選択が可能となるように認めること
(3) 市町村民税についても､所得税の計算におけると同様に､｢所得控除｣｢税額控除｣の両者の
どちらでも自由に選択が可能となるように認めること
(4) 法人が自治体に対し寄付をする ｢特定寄付金｣については､現行法どおりに､｢寄付金全額＼
を損金算入できる｣とすること
これらの改正提案のうち､(1)および(2)の実現可能性については高いと考えられる｡このような
税制改革等によって､NPO法人など-の支援の実現が図ることができるようになれば､関係者にと
っても大きな朗報であるといえよう｡なお､(3)についての実現性の可能性については､(1)およびし
(2)の実現可能性よりも低いことが予想される｡その理由については､現行法による市町村民税の税
額計算においては､一定以上の寄付金 (10万円以上)については ｢所得控除｣が認められているが､
｢税額控除｣については認められてはいをいために､前述した(1)および(2)の税制等の変更 ･改正
よりも､さらに必要な諸条件の整備を行う必要があることから関係機関における煩雑な調整作業が
難行することなどが予想されるので､改正することは困難であると想定されるからである｡
いずれにしても､関係者間の熱意と情熱があれば､税法の改正等が決して不可能ではないことは
明らかであろう｡NPO法の成立と同様に､NPOの支援方法の一つとして､議員立法による速やか
な税法等の改正が期待されるものである｡
3 自治体の基金設置に関する ｢条例制定｣の可能性
このように､今後の地域社会の再生 ･蘇生や活性化を図る上で､大きな役割を果たすと考えられ
る､NPO法人などに対する個人および法人における寄付金支出を引き受ける主体としては､自治体
が期待されているわけである｡
筆者は､このような寄付金については､自治体が寄付金を基金として引き受けることが適切であ
ると考えらているが､その理由については､次のような事項に要約される｡
(1) 自治体に対し支出される個人および法人の寄付金については､特定寄付として､所得税の所
得控除対象､あるいは法人税の損金算入限度額の対象として所得税額および法人税額を計算す
る上で､特定公益増進法人など他の各種団体などに対して支出される寄付金の中では､税法上
最も優遇措置されているものである｡
(2) したがって､他の公益法人やNPO法人に対し寄付をして､その寄付を基に ｢基金｣等を設
置し､運営管理を図るというよりは､自治体に対し特定寄付をして､その寄付を基に､一般会
計や特別会計に ｢基金｣等を設置し､基金の運営管理を図るという方が基金の適切な運営管理
を図るという観点からは､より望ましいといえる｡
(3) その理由の一つは､自治体に対する特定寄付は､個人の所得税の所得控除対象団体であると
同時に､法人税の金額損金算入額の対象団体であることから､所得税額および法人税が軽減さ
れる団体として認められているからである｡
一方､NPOや一般の公益法人等に対する個人や企業の寄付金は､現行法では個人が行う寄付
金の所得控除制度はない｡また､企業が行う寄付金も損金算入限度額 (図表28参照)がある｡
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この損金算入限度額は､一般に認識されている金額に比べ､実際には著しく小さい.例えば､
資本金 1億円の企業が損金処理できる寄付金額の合計を試算すると､課税所得が0と仮定 (売
上金額ではない)すれば､125,000円 (1イ意円×2.5/1000×1/2)にすぎない.したがって､現実
的には企業からの寄付金 (企業側にとって非課税となる寄付金)を要請することは厳しいとい
わざるを得ないわけである｡
(4) いまひとつの垣由は一般会計や特別会計などに設置された基金を運営するに際しては､より
公平に､公正に運営するという観点より､｢基金運営管理委員会｣などを設立することも容易で
あると同時に､こ_の委員会を通じて審議過程や基金運営の実態について議会､地域住民等に対
し適切に情報公開を行うことが可能であるという点からも適切な対応が可能であるからであ
る｡
(5) 自治体の一般会計や特別会計などに設置された ｢基金｣の中に､NPO法人に対する支援基
金などが設置された場合には､当該自治体側においては､全国的な広範囲な規模で､基金設置
の趣旨に賛同した個人および法人の賛同者より多額な寄付金を引き受けることが可能となる｡
(6) 自治体の一般会計や特別会計などに設置された｢基金｣の中に､まちづ くりトラストや地域
の自然環境保全や歴史的建造物の保全などを推進するために基金などが設置された場合には､
当該自治体側では､全国的な広範囲な規模で､基金設置の趣旨に賛同した個人および法人の賛
同者より多額な寄付金を引き受けることが可能となる｡
このような観点より､自治体において､基金設置条例に基づき条例が制定されることにより､寄
付金を中心とした新たに安定的な財源の確保が期待できるとともに､当該事業やサービスの提供が
可能となることは､自治体の行財政運営においても大きなメリットがあるといえよう｡このような
観点を踏まえて､｢個人および法人｣が自治体に対し｢特定寄付金｣として寄付した寄付金を原資と
して､｢まちづ くりトラスト｣｢地域の自然環境保全基金｣｢歴史的建造物の保全基金｣｢NPO法人に
対する支援基金｣等の ｢基金｣を設置し､この ｢基金の運営管理｣には基金運営委員会等の助言や
指導を受け､基金設置に合致した活動を推進している諸団体等に対し､基金の果実 (利息)等を配
分 (基金の元金の取崩しが必要とされることもあろう)することによって､それらの団体わ諸活動
等を支援 ･助長することを目的にした､寄付金と基金設置の一連の関係性 ･連携性について､体系
的に模式図化したものが図表31である63)0
もとより､筆者の提唱 ･提案するこれらの新たな考え方や新しい発想 ･提案等に対しては､その
趣旨が誤解され曲解される懸念もある｡また､自治体側では､現状維持的な発想から受け入れ難い
面もあることも予想される｡一方では､自治体の行財政運営は信束則こ足りない｡したがって､寄付
金を受け入れ基金を設吊しても適切な基金運営や効果的な施策は望めないので期待できないという
厳しい意見もある｡このような串態が生ずる懸念があることは､筆者も十分に認識しているつもり
である.これらの提案 (新田【二川i等詳解されている)を中心に､NPO法人に対する活動などに対し
て､一般市民や自治体はどの.i:うに考えているのかについて把握するため､(1)一般市民と､(2)自
治体に対して意識調査を行ったr'3)｡この忠誠調査の結果概要について公表したところ､すでに筆者の
発想に基づいて基金設置を実施するn清作も7日,flLLている64)0
21世紀分権時代においては､日沼休E.t､rlらの創意工夫により地域社会の蘇生と再生を図ると同
時に､効果的でかつダイナミックな発想の転換が求められていることは改めていうまでもないこと
図表31 個人および企業からの ｢寄付金および基金設置｣制度を利活用 した地域活性化 ･地域振興の新たな方法の体系化
(｢信託法人｣的な考え方 ※2)
自地域内に居住する
(r信託市民｣的な考え方 ･X･1)
他地域内に居住する
等
rL茎望遠擢 重要砲 等毒Il
(出所) 出井信夫 ｢新しいまちづくり活動の支援システムの研究｣『新潟産業大学経済学部 紀要第20号』より作成
?
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? ? ?
? ?
?? ?
?
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?? ?
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である｡そのためには､広域的な視点より､｢自治体間の広域連携｣イ自治体連合｣､あるいは｢自治
体間の合併｣などの促進が､地域住民の発議として発案される事態も予想される｡このように自治
体を取り巻く社会経済環境は､大きく転換しようとしている中で､多種多様な地域住民のニーズや
社会的な必需性の動向の変化に対する認識が極めて薄い､従前と変わらずに補助金の交付を前提と
した行財政運営や国の指導を待つという姿勢 ･発想から脱皮することができないような､惰眠をむ
さぼり､徒手空拳で事態を手をこまねいて傍観しているだけにすぎない自治体であるならば､いず
れは､地域住民や地域法人などからは ｢三行半｣(みくだりはん)を突きつけられて､"不要な自治
体"の賂印をおされ､地域住民や地域法人からは見放される可能性は高いと予想される｡ある自治
体では､地域住民のみならず､全国的に関心を持つ関係者などに対し､魅力ある政策の確立やPR活
動を行うことにより､あるいはNPO法人の事業展開に対する適切な支援措置が掲げられることに
より､全国的な規模で寄付金等を集めることが可能となるケースも出現することが十分に予想され
る｡
他方､魅力ある政策等の確立ができない､惰性に任せて従来と同様な行財政運営が行われるだけ
で､十分な住民サービスに欠ける自治体があるとするならば､逆に､自治体内に居住する地域住民
や地域企業などは､他地域の魅力ある政策の確立を図る団体やNPO法人に対する適切な支援措置
を掲げている他の自治体に対し寄付をするという､寄付行為すら現出することも十分に予想される｡
このような事態が生ずるならば､自地域から他地域への著しい寄付金等の流出化現象は､当然のこ
とながら最終的には､寄付金等がもたらす ｢寄付金の所得控除｣制度等により､自治体の根幹とな
る税である市町村民税 (住民税)が減少する結果をもたらすことは必然である｡その意味では､政
策やサービス提供の如何によっては､政策論的に魅力ある自治体に負けることになり自然淘汰され
る事態もありうるということを､自治体関係者は強く認識する必要があるわけである｡これは､｢荒
唐無稽な絵空事ではない｣ということを自覚する必要がある｡
このように､地域住民や地域法人にとどまることなく､他の地域住民や地域法人からも魅力があ
ふれるというようなユニークで､個性あふれる政策を掲げることができる自治体においては､広範
な全国的な規模で当該団体に対する支援の発露として､寄付金が多数よせられて財政運営的にも安
定化することが考えられる｡これは､まさに､知恵と汗の政策の結晶にはかならないわけである｡
したがって､分権時代とは､自治体間の知力の大競争時代であり､自らの創意工夫による知恵と汗
と努力により地域の活性化や地域振興をはかならければならない時代である､ということを強く認
識すべきである｡
≪追記≫ 文中における提案などについては､すべて､筆者の個人的な見解である.資料の提供を
いただいた諸団体や関係者等の意見や提言ではないことを改めて付記しておく｡本稿における見解
や大胆な提言等に関しても､すべてTIl-.署の賃にある｡なお､本稿の一部は､(祖信託協会より平成10
年度および11年度の｢信託研先史肋企.Jの交付を受けた中間報告論文として､信託協会に提出した
部分もあることをご了承いただきたいo
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【参考】｢特定非営利活動促進法｣(平成 10年3月25日公布)の概要
特定非営利活動促進法 (平成10年 3月25日公布)
｢/～
日 次
第1章 総則 (第1条 ･第2条)
第2章 特定非営利活動法人
第1節 通則 (第3条一第9条)
第2節 設立 (第10条一第14条)
第3節 管理 (第15条一第30条)
第4節 解散及び合併 (第31条一第40条)
第5節 監督 (第41条一第43条)
第6節 雑則 (第44条 ･第45条)
第3章 税法上の特例 (第46条)
第4章 罰則 (第47条一第50条)
附則
第 1章 総 則
(目 的)
第 1条 この法律は､特定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること等により､ボランティア活動をは
じめとする市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進し､もって公益の
増進に寄与することを目的とする｡
(定 義)
第 2条 この法律において ｢特定非営利活動｣とは､別表に掲げる活動に該当する活動であって､不特定か
つ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをいう0
2 この法律において ｢特定非営利活動法人｣とは､特定非営利活動を行 うことを主たる目的とし､次の各
号のいずれにも該当する団体であって､この法律の定めるところにより設立された法人をいう｡
一 次のいずれにも該当する団体であって､営利を目的としないものであること｡
イ 社員の資格の得喪に関して､不当な条件を付さないこと｡
ロ 役月のうち報酬を受ける者の数が､役月総数の3分の1以下であること｡
二■その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること｡
イ 宗教の教義を広め､儀式行事を行い､及び信者を教化育成することを主たる目的とするものでない
こと｡
ロ 政治上の主義を促進し､支持し､又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこと｡
- 特定の公職 (公職選挙法 (昭和25年法律第100号)第3条に規定する公職をいう｡以下同じ｡)の候
補者(当該候補者になろうとする者を含む｡)若しくは公職にある者又は政党を推薦し､支持し､又は
これらに反対することを目的とするものでないこと｡
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第 2章 特定非営利活動法人しノ
第 1節 通 則
(原 則)
第 3条 特定非営利活動法人は､特定の個人又は法人その他の団体の利益を目的として､その事業を行って
はならない｡
2 特定非営利活動法人は､これを特定の政党のために利用してはならない｡
(名称の使用制限)
第 4条 特定非営利活動法人以外の者は､その名称中に､｢特定非営利活動法人｣又はこれに紛らわしい文字
を用いてはならない｡
(収益事業)
第 5条 特定非営利活動法人は､その行う特定非営利活動に係る事業に支障がない限り､その収益を当該事
業に充てるため､収益を目的とする事業 (以下 ｢収益事業｣という｡)を行うことができる｡
2 収益事業に関する会計は､当該特定非営利活動法人の行う特定非営利活動に係る事業に関する会計から
区分し､特別の会計として経理しなければならない｡
(住 所)
第 6条 特定非営利活動法人の住所は､その主たる事務所の所在地にあるものとする｡
(登 記)
第7条 特定非営利活動法人は､政令で定めるところにより､登記しなければならない｡
2 前項の規定により登記しなければならない事項は､登記の後でなければ､これをもって節三者に対抗す
ることができない｡
(民法の準用)
第 8条 民法 (明治29年法律第89号)第43条及び第44条の規定は､特定非営利活動法人について準用する｡
(所轄庁)
第 9条 特定非営利活動法人の所轄庁は､その事務所が所在する都道府県の知事とする｡
2 特定非営利活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を接地するものにあっては､その所轄庁は､
前項の規定にかかわらず､経済企画庁長官とする｡
第 2節 設 立
(設立の認証)
第10条 特定非営利活動法人を設立しようとする者は､総理府令 (前条第2項の特定非営利活動法人以外の
特定非営利活動法人に係る場合にあっては､都道府県の条例｡第26条第3項及び第44条節2才iを除き､以
下同じ｡)で定めるところにより､次に掲げる書類を添付した申請書を所轄庁に提出して､設立の認証を受
けなければならない｡
- 定款
二 役月に係る次に掲げる書類
イ 役員名簿 (役員の氏名及び住所又は居所を記載した名簿をいう｡)
ロ 各役員の就任承諾書及びそれぞれの住所又は居所を証する書面として総理府令で定めるもの
- 第20条各号に該当しないこと及び第21条の規定に違反しないことを各役員が誓う旨の宣誓書の謄
本
二 役月のうち報酬を受ける者の氏名を記載した書面
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三 社月のうち10人以上の者の氏名 (法人にあっては､その名称及び代表者の氏名)及び住所又は屠所を
記載した書面
四 第2条第2項第2号及び第12条第1項第3号に該当することを確認したことを示す書面
五 設立趣旨書
六 設立者名簿 (設立者の氏名及び住所又は居所を記載した名簿をいう｡)
七 設立についての意思の決定を証する議事録の謄本
八 設立当初の財産目録
rJ
九 事業年度を設ける場合には､設立当初の事業年度を記載した書面
十 設立の初年及び翌年 (事業年度を設ける場合には､当初の事業年度及び翌事業年度｡次号において同
じ｡)の事業計画書
十一 設立の初年及び翌年の収支予算書
2 所轄庁は､前項の認証の申請があった場合には､遅滞なく､その旨及び次に掲げる事項を公告するとと
もに､同項第 1号､第2号ィ､第5号､第10号及び第11号に掲げる書類を､申請書を受理した日から2月
間､その指定した場所において公衆の縦覧に供しなければならない0
- 申請のあった年月日
二 申請に係る特定非営利活動法人の名称､代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びにその定款に記
載された目的
(定 款)
第11条 特定非営利活動法人の定款には､次に掲げる事項を記載しなければならない｡
?
??
?
?
?
目的
名称
その行 う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類
主たる事務所及びその他の事務所の所在地
社員の資格の得喪に関する事項
役員に関する事項
会議に関する事項
八 資産に関する事項
九 会計に関する事項
十 収益事業を行 う場合には､その種類その他その収益事業に関する事項
十一 解散に関する事項
十二 定款の変更に関する事項
十三 公告の方法
2 設立当初の役員は､定款で定めなければならない｡
3 第 1項第11号に掲げる事項中に残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける場合には､その者は､特
定非営利活動法人その他次に掲げる者のうちから選定されるようにしなければならない｡
?
??
??
国又は地方公共団体
民法第34条の規定により設立された法人
私立学校法 (昭和24年法律第270号)第3条に規定する学校法人
社会福祉事業法 (昭和26年法律第4年号)第22条に規定する社会福祉法人
更生保護事業法 (平成 7年法律第86号)第2条第6項に規定する更生保護法人
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(注)
1) 出井信夫編著 『公私協力方式と第3セクター方式の研究 No.2』地域計画研究所､平成9年 3月
2) 神戸市 ｢昭和52年度神戸市報告書｣昭和53年3月
3) 出井信夫 ｢第3セクターの現状と課題｣ 『新潟産業大学経済学部紀要 第13号』平成7年6月
4) 出井信夫 ｢まちづ くりと第三セクター｣ 『とみん広聴'93.2』東京都広報広聴部､平成5年 2月
5) 出井信夫 『第三セクタービジネス』日刊工業新聞社､平成2年 11月
6) 出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究一基金･公益信託･NPOの現状と課題-｣『新
潟産業大学経済学部紀要第20号』平成 11年 12月
7) 上掲論文､出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究｣
8) 参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』(別冊)平成 12年 3月
9) 上掲書､参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
10) 山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』日本評論社､平成9年7月
ll) 上禍害､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
12) LesterM.Salamon 『AMERICA'SNONPROFITSECTOR』レスター ･M･サラモン 『米国の ｢非
営利セクター｣入門』入山映訳､ダイヤモンド社､平成6年3月
13) 前掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
14) 上掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
15) 上掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
16) 上掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
17) 三木秀夫他編著 『NPOとボランティアの実務』新日本法規､平成 10年5月
18) 前掲書､
19) 前掲書､
20) 松下啓一
21) 前掲書､
22) 前掲書､
23) 上掲書､
レスター ･M ･サラモン 『米国の ｢非営利セクター｣入門』
参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
『自治体 NPO政策』ぎょうせい､平成 10年 11月
レスター ･M･サラモン 『米国の ｢非営利セクター｣入門』
三木秀夫他編著 『NPOとボランティアの実務』
参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
24) 堀田力 ･雨宮孝子編 『NPO法コメンタール』日本評論社､平成 10年 12月
25) 前掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
26) 前掲書､レスター ･M ･サラモン 『米国の ｢非営利セクター｣入門』
27) 前掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
28) LesterM.SalamonandHelmutK.Anheier『THEEMERGINGSECTOR』レスター ･M ･サラモ
ン/H･K･アン-イヤー 『台頭する非営利セクター』今田忠監訳､ダイヤモンド社､平成8年 10月
29) 前掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
30) 前掲書､レスター ･M･サラモン 『台頭する非営利セクター』
31) 前掲書､参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
32) 前掲書､参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
33) 上掲書､参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
34) NPO･ボランティア研究金銅 rNPOとボランティアの実務』新日本法規､平成 10年5月
35) 前掲書､参議院常任委員会1.m査墨 ･特別調査室編 『立法と調査』
36) 前掲書､NPO･ボランティア研究会銅 『NPOとボランティアの実務』
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37) 上掲書､NPO･ボランティア研究会編 『NPOとボランティアの実務』
38) 上掲書､NPO･ボランティア研究全編 『NPOとボランティアの実務』
39) 上掲書､NPO･ボランティア研究会編 『NPOとボランティアの実務』
40) 前掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
41) 熊代昭彦編著 『日本のNPO法』ぎょうせい､平成 10年 9月
42) 前掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
43) 上掲書､参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編
44) 上掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
45) 上掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
46) 上掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
47) 上掲吾､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
48) 上掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
49) 上掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
50) 上掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
51) 上掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
52) 上掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
53) 上掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
54) 参議院地方行政 ･警察委員会調査室 ･他調査室編
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
｢特定非営利活動法人 (NPO)に対する今後の検討
課題に関する調査｣参議院事務局､平成 11年 11月
この調査は､平成 11年 9月現在で認証された479団体を対象に､調査票郵送配布一郵送回収法により
実施されたもので､有効回答数 336団体､有効回答率 70.1% である｡｢税制の改正希望内容｣､行政との
関係､企業との関係などの調査項目について調査された｡
55) 前掲書､
56) 上掲書､
57) 上掲書､
58) 上掲書､
59) 上掲書､
60) 上掲書､
61) 上掲書､
参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編
参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編
参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編
参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
『立法と調査』
62) 次の2つの論文に詳述しているので､参照されたい｡
① 出井信夫 ｢個人･企業等の ｢寄付金｣制度を活用した新たな地域 ･都市の再生法｣『税務経理』時
事通信社､平成 11年 11月30日～平成 12年 3月31日､13回連載
(診 前掲論文､出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究｣
63) 前掲論文､出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究｣
64) 筆者の提案に関して現実的にその適用可能性を探るため､平成 12年 8月に､(1)個人が寄付金をする観
点より個人を対象に意識調査を実施した｡対象地域の住民は､次の典型的な地域(∋大都市は千葉県船橋市
市民､(診地方都市は新潟県柏崎市市民､(勤農山村地域は群馬県嬬恋村村民の三つの地域比較を行った.対
象者は主として､地域のオピニオンリー ダーの役割を果たしている自治体職員､商工会議所･商工会職月､
大学教職員等を中心に､｢あなたの寄付金を生かした地域活性化および市民活動に関する市民意識調査｣
を実施し､調査票の回収 ･集計 ･分析を行った｡
また､(2)寄付金の受け皿の役割を担う自治体に対しては､新潟県内の仝 112市町村を対象に､｢特定非
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営利法人(NPO法人)等の市民活動および市民参加に関する自治体意識調査｣を災施し､誹 川ミリ;'･のl=川L･
集計 ･分析を行った｡この調査結果については､改めてその概要について公表する予定であるO
ちなみに､これらの調査結果の概要については､平成 12年 12月21日､新潟県自治会館で本学附届研
究所主催シンポジウム[地方分権時代における自治体の地域活性化政策の課題]において発表した｡新潟
県や市町村の関係者､マスコミ関係者等の多数の参加を得て開催され､上越タイムスには平成13年 1月
1日に提案趣旨が掲載されるなど大きな反響があった｡
また､本提案の趣旨をよく理解された新潟県山古志村では､先人が人力の手堀で堀った隠退を保存修景
する目的で基金を設置して､賛同者に対し寄付金の募集が開始された｡
